
                            
 

 
 
 

平成１９年度 
 
 

河 川 局 関 係 予 算 
 

概 算 要 求 概 要 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

平 成 １ ８ 年 ８ 月 
 

国 土 交 通 省 河 川 局 
 



目   次 
 

 

１．平成１９年度河川局関係予算概算要求の概要 ・・・・・・・・・  １ 
 

２．平成１９年度河川局関係予算概算要求総括表 ・・・・・・・・・  ３ 
 

３．河川行政の新たな展開 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 
 

(１)人命や生活に深刻なダメージを与える被害の緊急解消 ・・・・・  ５ 

(２)流域一体となった水害・土砂災害対策の展開 ・・・・・・・・・  ７ 

(３)既存施設の徹底的な機能確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

(４)地域の防災力（自助・共助）の再生を支援するソフト体制の確立  １３ 

(５)広域的な危機管理体制の構築 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

(６)流域内の徹底した連続性の確保 ・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

(７)その他の取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 
 

４．平成１８年７月豪雨の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 
 

５．効率的、効果的な事業の実施 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

○コスト構造改革の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 

○ダム事業に係る改革 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 
 

６．政策評価及び個別公共事業の評価 ・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 
 

７．新たな行政課題に対する調査検討（行政部費） ・・・・・・・・ ３３ 
 

８．税制関係 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 
 

９．豪雨災害対策緊急アクションプランの実施状況 ・・・・・・・・  ３５ 
 

（参考資料） 

１．災害に対して非常に脆弱な国土構造等 ・・・・・・・・・・・・ ３７ 

２．平成１７年に発生した水害・土砂災害の特徴 ・・・・・・・・・ ４３ 

３．新潟県中越地震における復旧状況 ・・・・・・・・・・・・・・ ４６ 

４．大規模降雨災害対策検討会による提言 ・・・・・・・・・・・・ ４７ 

５．ゼロメートル地帯の高潮対策検討会による提言 ・・・・・・・・ ４９ 

６．地球規模の自然災害の変化に対応した災害軽減のあり方について  ５１ 

７．森林の水源涵養機能について ・・・・・・・・・・・・・・・・ ５２ 

８．経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６ 抜粋 ・・・ ５３ 

９．国土交通省政策評価基本計画に基づく政策目標毎の予算 ・・・・ ５５ 

10．直轄・補助別事業費・国費総括表 ・・・・・・・・・・・・・・ ５７ 



 
 
 

 

○気候変動の影響等により、近年、集中豪雨、台風による被害が増加傾

向にあり、平成１８年７月豪雨においても甚大な被害が発生。今後、さ

らに豪雨災害等が増大する見込み。 

○ 「基本方針２００６」では、三つの優先課題の一つとして『安全・安心で

柔軟かつ多様な社会の実現』が掲げられ、『防災・減災対策を戦略

的・重点的に進める』と明記。 

○限られた予算の中で、徹底した重点化により戦略的に水害・土砂災害

対策等を展開するとともに、これまでの整備手法にとらわれることなく

流域一体となった対策を実施。 
 

《予算の重点化》 

・床上浸水・土石流被害等人命や生活に深刻なダメージを与える 

被害の緊急軽減対策            2,105億円（1.23） 

・流域一体となった水害・土砂災害対策     805億円（1.19） 

 

１．人命や生活に深刻なダメージを与える被害の緊急解消 
 

限られた投資余力の中で、水害・土砂災害対策を効率的・効果的に実

施するため、まずは深刻度の高い被害だけは早急に解消することとし、

厳選して対策を実施 

○ 床上浸水被害、土石流被害等の軽減対策を緊急的に実施    

○ 地震により発生するがけ崩れの緊急対策事業の創設  

○ ゼロメートル地帯等における緊急津波・高潮対策（海岸堤防の耐震

対策事業の創設） 

 

２．流域一体となった水害・土砂災害対策の展開 
 

集中豪雨の頻発等を踏まえ、これまでの整備手法にとらわれることな

く、災害からの安全度を早期に向上させるため、流域一体となった対策

を展開 

○ 地域全体で氾濫被害を最小化させるための、洪水氾濫域減災対策制

度の創設 

○ 都市水害総合対策事業の実施（下水道と連携） 

○ 地域の防災拠点の保全（急傾斜地崩壊対策事業） 

 

１．平成１９年度河川局関係予算概算要求の概要 



３．既存施設の徹底的な機能確保 
 

   これまで整備されてきた既存施設の機能を最大限活用できるよう、既

存施設等の徹底的な機能の維持・改善 

○ 一連区間内で流下能力が著しく低下している洪水流下阻害部を緊急

解消する事業の創設 

○ 海岸堤防等の機能を阻害する大規模な漂着ゴミを除去する事業の創

設 

○ 直轄海岸災害関連緊急事業の創設 

○ 戦略的な河川管理施設等の維持管理 

 

４．地域の防災力（自助・共助）の再生を支援するソフト体制の確立 
 

  少子高齢化等に伴う共助体制の弱体化や災害経験の減少に伴う防災意

識の低下等を踏まえ、わかりやすい防災情報の確実な伝達等により地域

の自助・共助の再生を支援 

○ 防災用語の見直し等、受けての側に立ったわかりやすい防災情報の

提供 

○ 各種ハザードマップの緊急整備 

○ 土砂災害に対する警戒避難体制の強化 

○ 中小河川を含め、全国の河川の安全度について調査・評価・公表 

 

５．広域的な危機管理体制の構築 
 

  大規模な災害が発生した場合を想定し、円滑な復旧活動等が行えるよ

う統一的な指揮・命令系統での危機管理体制を早急に確立 

○ 大規模水害・土砂災害等の専門家派遣体制の確立 

○ 大規模水害・土砂災害発生時の危機管理計画の策定 

○ 国土交通省における災害発生時の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

 

６．効率的・効果的な事業の実施  
 

○ 公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るた

め、事業評価を徹底し、事業を厳選 

○ 「国土交通省コスト構造改革アクションプログラム」に基づき、事

業のスピードアップによる事業便益の早期発現や維持管理費の縮減

等、総合的なコスト縮減対策を推進 

 



　

区 分

（Ａ） （Ｂ）

( 408,530 ) ( 217,392 )
360,553 192,282

( 252,599 ) ( 160,972 )
251,715 160,511

( 47,798 ) ( 24,115 )
47,438 23,935

( 137,492 ) ( 71,276 )
134,996 69,851

海 岸 40,994 27,756

土 木 研 究 所 1,442 1,442

小　        計 ( 1,655,028 ) ( 1,047,325 )

1,603,311 1,020,149

（　再　掲　）

1,531,881 979,640

治 水 1,419,683 916,930

海 岸 40,994 27,756

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 等 71,204 34,954

71,430 40,509

51,717 27,176

住 宅 宅 地 基 盤 特 定 治 水 施
設 等 整 備 事 業 17,558 9,458

下 水 道 関 連 特 定 治 水 施 設
整 備 事 業 34,159 17,718

計 1,655,028 1,047,325

62,952 50,845

災 害 復 旧 42,264 35,205

災 害 関 連 20,688 15,640

合　        計 1,717,980 1,098,170

（注）　１．国費は一般会計ベースである。前年度国費の［］書きは前年度剰余金等を含む。

　　　　２．各事業の額は、道路関係社会資本（事業費（平成19年度48,507百万円、前年度46,503百万円）国費　　　　（平成

　　　　３．上段（　）書は、特定治水施設等整備事業を含んだ場合の額である。

　　　　４．「国土基盤河川」は一級河川(指定区間を除く)、指定河川及び権限代行区間の河川に係る事業である。　　「地域

        ５．「国土基盤河川」には建設機械整備費（事業費（平成19年度3,149百万円、前年度2,614百万円）国費　　　（平成

　　　　　　また事業費には本表の外に、特定事業先行調整費として前年度7,800百万円がある。

国 土 基 盤 河 川 766,173 544,372

都 市 水 環 境 整 備 事 業

特 定 治 水 施 設 等 整 備 事 業

災 害 復 旧 関 係 事 業

国　　　　費
平　　成　　１９　　年　　度

事　   業　   費

治 山 治 水

地 域 河 川

砂 防

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策

総 合 流 域 防 災

２．平成１９年度　河川局関係予算概算要求総括表

(独)



事業費 国　費

（Ｃ） （Ｄ） (Ａ／Ｃ) (Ｂ／Ｄ)

［ 496,797 ］ ［ 1.10 ］

( 378,859 ) ( 201,288 ) ( 1.08 ) ( 1.08 )
336,981 179,354 1.07 1.07

［ 145,559 ］ ［ 1.11 ］
( 227,423 ) ( 143,218 ) ( 1.11 ) ( 1.12 )

226,613 142,795 1.11 1.12

( 42,714 ) ( 21,565 ) ( 1.12 ) ( 1.12 )
42,462 21,439 1.12 1.12

( 131,075 ) ( 66,303 ) ( 1.05 ) ( 1.08 )
128,171 64,778 1.05 1.08

37,280 25,013 1.10 1.11

1,446 1,446 1.00 1.00

［ 957,971 ］ ［ 1.09 ］

( 1,519,394 ) ( 943,809 ) ( 1.09 ) ( 1.11 )

1,473,550 919,801 1.09 1.11

1,413,696 886,537 1.08 1.11

1,310,697 829,152 1.08 1.11

37,280 25,013 1.10 1.11

65,719 32,372 1.08 1.08

59,854 33,264 1.19 1.22

45,844 24,008 1.13 1.13

17,955 9,458 0.98 1.00

27,889 14,550 1.22 1.22

1,519,394 943,809 1.09 1.11

60,686 50,602 1.04 1.00

42,083 34,871 1.00 1.01

18,603 15,731 1.11 0.99

1,580,080 994,411 1.09 1.10

成19年度26,600百万円、前年度25,400百万円））を含んだ額である。

域河川」は「国土基盤河川」及び「総合流域防災事業」以外の河川に係る事業である。

成19年度1,800百万円、前年度1,500百万円））を含む。

前　　　　年　　　　度
事　   業　   費

700,597 484,976

 　倍 　 　率
（単位：百万円）

国　　　　費

1.09 1.12



 

 

 

 

近年の気候変動の影響等により、集中豪雨や台風による災害が全国各地で多発して

いる。 

このような状況を踏まえ、人命被害や生活再建が容易でない壊滅的な被害を軽減す

る防災・減災対策を厳選して重点的に実施し、安全・安心が確保された社会を早急に

構築する。 

 

○床上浸水被害、土石流被害等の軽減対策を緊急的に実施 
平成１８年７月豪雨においても、記録的な豪雨により家屋浸水8,000戸以上（う

ち床上浸水戸数3,000戸以上）、土砂災害600箇所以上が発生し、死者・行方不明

者が３０名にのぼるなど被害は甚大。このような床上浸水被害、土石流被害等は人命

や生活に深刻なダメージを与えることから、再度災害防止対策、緊急軽減対策等に徹

底して重点化。 

 
【床上浸水を緊急に解消すべき戸数 約９万戸（H14）→約６万戸（H19）】 

【土砂災害から保全される戸数 約120万戸（H14）⇒約140万戸（H19）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（１）人命や生活に深刻なダメージを与える被害の緊急解消 

３．河川行政の新たな展開 

7/22 米之津川（鹿児島県）氾濫状況 7/19 長野県岡谷市湊３丁目 

家の中に大量の土砂が 

（床上浸水被害） 
電化製品がゴミに 

（床上浸水被害） 

【被災者に深刻なダメージを与える床上浸水・土石流等被害】

人家等に壊滅的被害 

（土石流等被害） 



○ 地震により発生するがけ崩れの緊急対策 

事業の創設 
福岡県西方沖地震（玄界島）や宮城県北部地震

等においてがけ崩れにより多数の死者が発生。ま

た、首都直下地震の被害推定では全体死者数の２

割以上ががけ崩れによるものとされていることか

ら、地震により発生するがけ崩れの緊急対策を実

施。 

 

＜地震急傾斜地崩壊対策緊急事業（補助）の創設＞新規 
 がけ地の地形的特徴等から地震による崩壊の危険度

を評価し、コミュニティ（集落や自治会等の単位）に

大きな被害を及ぼす恐れのある箇所について、概ね１

０年間で対策を完了すべく事業を実施。 

 

 

 

○ ゼロメートル地帯等における緊急津波・高潮対策の推進（海岸堤防の

耐震対策事業の創設） 
人口・資産が集積しているゼロメートル地帯や地震防災対策強化地域等において、

津波・高潮被害による浸水被害が生じた場合、その被害は極めて甚大であることから、

緊急的に耐震対策等を実施。 

 

 

＜海岸耐震対策緊急事業（補助）の創設＞新規 
ゼロメートル地帯等のうち、中枢機能集積地区において緊急的に耐震対策を行うた

め、海岸管理者が策定する５か年程度の「海岸耐震対策緊急事業計画」に基づき、複

数箇所を同時並行し、短期間に集中して耐震化を行う海岸耐震対策緊急事業を創設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※中枢機能集積地区：背後に救援、復旧等の危機管理を担う施設（市町村役場、 

          警察、消防署、病院等）がある地区等 

 

全体死者数全体死者数
42004200人人

２１．４％２１．４％

がけ崩れに
よる死者数
900人

全体死者数全体死者数
42004200人人

２１．４％２１．４％

がけ崩れに
よる死者数
900人

○首都直下推定 
東京湾北部震源 
風速3m/s 正午発生

◆中央防災会議による被害推定

地震による斜面崩壊 

平成１７年福岡県西方沖地震（玄界島）

市役所

耐震性あり

耐震性あり

耐震性なし
事業対象箇所

学校

病院
消防署

○○海岸
◇◇海岸

耐震性
なし

事業対
象箇所

耐震性あり

中枢機能集積地区中枢機能集積地区

海岸耐震対策緊急事業計画に基づき採択海岸耐震対策緊急事業計画に基づき採択

市役所

耐震性あり

耐震性あり

耐震性なし
事業対象箇所

学校

病院
消防署

○○海岸
◇◇海岸

耐震性
なし

事業対
象箇所

耐震性あり

中枢機能集積地区中枢機能集積地区

海岸耐震対策緊急事業計画に基づき採択海岸耐震対策緊急事業計画に基づき採択



  

 集中豪雨の頻発等を踏まえ、災害に対する安全度を確実かつ早期に向上させるため、

連続堤防等によるこれまでの整備手法にとらわれることなく、土地利用状況など地域

の実情・意向を踏まえつつ、流域一体となった対策を展開する。 

  

○洪水氾濫域減災対策制度の創設 
従来の「洪水を川から氾濫させない対策」に加え、「氾濫した場合でも被害を最

小化させる対策」を実施。洪水氾濫域対策（氾濫した場合でも床上浸水等を防止）

もあわせた地域全体での減災対策制度を創設。 

・ 洪水氾濫域減災対策の対象地域を指定 

・ 土地利用状況に応じた氾濫対策を定めた地域全体の減災計画を、地方自治体

等の関係機関が策定 

・ 洪水氾濫拡大防止施設（二線堤等）の整備 

・ 洪水氾濫区域における遊水機能の保全のための規制 

・ 排水ポンプの運転ルールの設定 

・ 地方自治体等への助成・支援措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈洪水氾濫域減災対策事業の創設〉新規 
 地方自治体による洪水氾濫拡大防止のためのハード整備・ソフト対策への助成措置

を創設。 

・ 都道府県等による洪水氾濫域減災対策の対象地域指定のための調査について

助成する制度を創設 

・ 市町村による土地利用状況を考慮した洪水氾濫拡大防止施設（二線堤等）の

整備について助成する制度を創設 

 

（２）流域一体となった水害・土砂災害対策の展開 

排水ポンプの
運転調整ルール
の設定

遊水機能の保全
（盛土の規制等）

洪水氾濫拡大防止のため
開口部へ防水扉等を設置

洪水氾濫拡大防止施設の整備
（二線堤、輪中堤等）

洪水氾濫拡大防止のた
め鉄道・道路等の活用

排水ポンプの運転
調整による氾濫被
害最小化 小

堤

浸
水

ポ
ン
プ

ポ
ン
プ

排水ポンプの
運転調整ルール
の設定

遊水機能の保全
（盛土の規制等）

洪水氾濫拡大防止のため
開口部へ防水扉等を設置

洪水氾濫拡大防止施設の整備
（二線堤、輪中堤等）

洪水氾濫拡大防止のた
め鉄道・道路等の活用

排水ポンプの運転
調整による氾濫被
害最小化 小

堤

浸
水

ポ
ン
プ

ポ
ン
プ



 

○都市水害総合対策事業の実施 
神田川（東京都杉並区など）、寝屋川（大阪市など）や御笠川（福岡市など）等、

社会・経済の中枢となる都市部の浸水被害が頻発。このため河川と下水道が一体的に、

ハード整備・ソフト対策を組み合わせながら、より効率的な浸水対策を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①総合的な都市水害対策計画の策定 

河川の洪水調節施設と下水道の雨水貯留施設のネットワーク化、統合運用等、都

市水害被害の対策計画を策定 

②貯留施設のネットワーク化による事業実施 

河川と下水道の貯留施設のネットワーク化等、共同して事業を実施 

③浸水情報等の総合的な情報提供 

レーダー雨量計等河川の情報と下水道の情報の総合化を行い、集中豪雨時に国

民、市町村に浸水情報等を一元的に伝える体制を確立 

 

○地域の防災拠点の保全（急傾斜地崩壊対策事業の拡充）新規 

市町村役場、警察署、消防署等（地域の防災拠点）が被災した場合、地域全体の災

害対応機能が大幅に低下するため、保全対象が人家の有無にかかわらず防災拠点のみ

でも採択できるよう急傾斜地崩壊対策事業の採択基準を拡充し、優先して保全。 

 

 

 

 

 

 

 

支
川 連絡管を

設置

ノンポイントソースからの
汚濁負荷を含む洪水

洪水調節池
・洪水調節
・雨水貯留
・汚濁負荷を軽減

本川

下水道
処理施設

河川、下水道
の兼用工作物
として整備支

川 連絡管を
設置

ノンポイントソースからの
汚濁負荷を含む洪水

洪水調節池
・洪水調節
・雨水貯留
・汚濁負荷を軽減

本川

下水道
処理施設

河川、下水道
の兼用工作物
として整備



  

これまで整備されてきた既存施設の機能を最大限活用できるよう、既存施設等の

徹底的な機能の維持・改善を図る。 

 

○洪水流下阻害部を緊急解消する事業の創設  
著しく流下能力が不足し、一連となった堤防区間等の機能発揮を阻害している

橋梁、堰、河道狭窄部等を抽出し、緊急解消アクションプランを策定して概ね５

か年で計画的・重点的に解消。 

 

                  

庄内川一色大橋（国道１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈洪水流下阻害部緊急解消事業の創設（総合流域防災事業の拡充）〉新規 
上下流バランス等の関係から改修の実施が困難な上流地域の床上浸水被害を早

期に解消するため、下流の流下能力の範囲内での対策を緊急的に実施する補助制度

を創設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）既存施設の徹底的な機能確保 

○現況の桁高は計画高水位 
以下であり洪水流を阻害 

○桁高が十分でないため、 
大規模洪水時には通行止め

○ 幅員が狭く渋滞発生など 

物流にも支障 

浸水範囲
浸水範囲

ネック部から越水

ネック部から越水

堰の改築

河道掘削

事業のイメージ

浸水範囲
浸水範囲

ネック部から越水ネック部から越水

ネック部から越水ネック部から越水

堰の改築

河道掘削

事業のイメージ

洪水流が橋桁にあたり危険な状況 

（平成１２年東海水害） 



〈大規模河川管理施設機能確保事業の創設（補助）〉新規 
老朽化が著しい、または地盤沈下等により施設の機能に著しい障害が生じるおそ

れのある大規模な河川管理施設の改築を計画的かつ重点的に実施するため補助制度

を創設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○排水機場耐水化事業の創設（総合流域防災事業の拡充）新規 

 洪水、津波等の発生時に排水機場が機能停止すると、当該地区の浸水が拡大したり

長期間に及んだりするため、浸水が想定される地域等において、氾濫等が生じても機

能を維持できるよう、排水機場の耐水化等を補助する制度を創設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水閘門

河川

港湾

沈下による段差の発生

沈下によるクラック

水閘門

河川

港湾

水閘門

河川

港湾

沈下による段差の発生沈下による段差の発生

沈下によるクラック沈下によるクラック

浸水した排水ポンプ場

耐水扉の設置 

機側操作盤の嵩上げ



○災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の拡充 新規 
 大規模な漂着ゴミは、海岸堤防・砂浜等の消波機能の低下、水門の防潮機能への

障害等、海岸保全施設の機能阻害の原因となることから、災害関連緊急大規模漂着

流木等処理対策事業の対象を拡充し、大規模な漂着ゴミを緊急的に処理。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○直轄海岸災害関連緊急事業の創設 新規 
 直轄で工事を実施している海岸において災害が発生し、被災箇所を復旧しただけ

では隣接する箇所で再度同様の災害が発生するおそれがある場合、隣接部において

も緊急的に改良工事を行い、一連の防護機能を確保する直轄海岸災害関連緊急事業

を創設。 

 

 

下新川海岸（富山県）洲崎海岸（宮城県）

大規模な漂着ゴミを含む流木等の堆積より消波機能が低下した海岸 

 一連の防護機能確保に 
より災害を未然防止 

※堤防が倒壊した場合の災害復

旧費の約２割で未然防止が可能 

消波工による 
災害の未然防止 

波高増大

土砂の
吸出し

陥没

侵食による地盤低下

平成１７年に堤防が陥没し、災害復旧を行った翌年に、
隣接箇所で同様のメカニズムにより、堤防が陥没

堤防が被災し
災害復旧

翌年、隣接
箇所で被災

波高増大

土砂の
吸出し

陥没

侵食による地盤低下

波高増大

土砂の
吸出し

陥没

侵食による地盤低下

平成１７年に堤防が陥没し、災害復旧を行った翌年に、
隣接箇所で同様のメカニズムにより、堤防が陥没

堤防が被災し
災害復旧

翌年、隣接
箇所で被災



○河川管理施設等の戦略的維持管理 
①国民に見える河川管理の実現（川の安全安心カレンダーの作成・実施） 

〈維持管理基準の策定〉 

   河川の規模、特性に応じて、最低限必要な管理項目やその頻度等を基準化。 

〈河川ごとの維持管理計画、実施計画を策定〉 

   維持管理基準に基づき、重点箇所や具体的な実施内容等を定める維持管理計

画、年間のスケジュールを定める維持管理実施計画（川の安全安心カレンダ

ー）を策定、公表し、的確な河川整備等に活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②適切な劣化診断による長寿命化、維持・修繕コスト縮減 

 排水機場・樋門・水門等の河川管理施設の維持修繕費の増加を抑制するため、

施設の重要度、構成機器の劣化度の診断により総合評価を行い、従来の経過年数

による全部更新から、部品ごとの必要最小限の修繕に転換 

施設の劣化診断を的確に実施するため、マニュアルを策定するとともに、デー

タベースを作成して、各施設での取り組みを支援 

個々の河川ごとに河川の規模や特性を踏まえ、計画を作成 
河川維持管理計画（３～５年の維持管理内容） 
（重点箇所、具体的な維持管理内容と水準） 
維持管理実施計画（年間の具体的スケジュール） 
（堤防巡視等、具体的管理行為の実施計画） 

B区間

Ａ区間

※実施頻度の数値は仮置き

主要河川の通常区間

主要河川の重点区間

「Ａ区間」の管理基準のイメージ
堤防巡視： 週に２回
縦横断測量： ３年間隔
河道内樹木調査： １～２年間隔

「B区間」の管理基準のイメージ
堤防巡視： 週に１回
縦横断測量： ５年間隔
河道内樹木調査： ５年間隔

河床低下傾向、屈曲部など河川の
特性も考慮して内容の追加、軽減

維持管理基準を策定
河川特性に応じて、管理内容を軽減、追加可能

B区間

Ａ区間

※実施頻度の数値は仮置き

主要河川の通常区間

主要河川の重点区間

B区間

Ａ区間

※実施頻度の数値は仮置き

主要河川の通常区間

主要河川の重点区間

「Ａ区間」の管理基準のイメージ
堤防巡視： 週に２回
縦横断測量： ３年間隔
河道内樹木調査： １～２年間隔

「B区間」の管理基準のイメージ
堤防巡視： 週に１回
縦横断測量： ５年間隔
河道内樹木調査： ５年間隔

河床低下傾向、屈曲部など河川の
特性も考慮して内容の追加、軽減

維持管理基準を策定
河川特性に応じて、管理内容を軽減、追加可能

サイクル型維持管理の実施

河川管理者
市町村・関係住民・
NPO・地域のリーダー等

による協働

各段階・サイクル
全体について適切
に開示

情報開示
状態把握

日々継続的に
調査・点検を実施

維持管理実施計画
の策定

（365日のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

効果的・効率的な
維持・補修等の実施

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づく
巡視・点検等の実施

評価

診断

河川管理者
市町村・関係住民・
NPO・地域のリーダー等

による協働

各段階・サイクル
全体について適切
に開示

情報開示
状態把握

日々継続的に
調査・点検を実施

維持管理実施計画
の策定

（365日のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ）

効果的・効率的な
維持・補修等の実施

ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づく
巡視・点検等の実施

評価

診断

●河川カルテ（仮称） 
現況把握した堤防などの施設

の状況をデータベース化 

フィードバック 
適切な維持管理、災害復旧等



（４）地域の防災力（自助・共助）の再生を支援するソフト体制の確立 

 

少子高齢化等に伴う共助体制の弱体化や災害経験の減少に伴う防災意識の低下等を

踏まえ、わかりやすい防災情報の確実な伝達等により地域の自助・共助の再生を支援

する。 

 

○受け手の理解と行動につながる防災情報の提供 

＜分かりやすい用語・表現＞ 

水位に関する情報や河川の洪水警報等は、一般的に使用されていない特殊な用語が

あり、住民にとってわかりにくく、避難等を行う判断材料になりにくいものとなって

いることから、市町村担当者、報道機関等が正しく理解でき、住民の的確な判断や行

動につながるような“受け手の立場に立った用語”へ改善。 

 

＜情報収集・提供手段の高度化・多様化＞ 

①「川の防災情報」の抜本的改善 

・浸水想定区域図も含めて河川の防災情報を

一元的に提供 

・身近な河川の情報も解るよう提供データの

拡大 

・動画像情報や川の水位縦断情報の提供シス

テムの開発 

②カーナビ等多様な手段で情報提供 

③防災モニターと浸水センサー情報を組み合

わせた浸水状況の収集及び収集情報の提供 

 

○各種ハザードマップの緊急整備 
平常時から防災意識の向上を図り、災害時に的確に行動できるようにするため、

災害時の状況と避難方法等の情報を住民に分かりやすく提供する洪水・津波等のハ

ザードマップを平成２１年度末までに作成・公表。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波ハザードマップ

※ 重要沿岸域：東海・東南海・南海地震、日
本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による津
波被害が想定される沿岸域

平成21年度末までに重要沿岸域
（271市町村）で配備予定

土砂災害ハザードマップ洪水ハザードマップ

平成21年度末までに配備予定

対象
約1,500市町村

公表済
439市町村
(H18.3末)

29%

71%

重要沿岸域※
271市町村

公表済
148市町村
(H18.3末)

55%

45% 重点地域※2
6,000箇所

75%

平成21年度末までに重点地域
（6,000箇所）で整備予定

※2 重点地域：近年大規模な災害を受けた
箇所や災害時要援護者施設を含む箇所等

公表済
1,509箇所
(H18.7末)

25%

津波ハザードマップ

※ 重要沿岸域：東海・東南海・南海地震、日
本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による津
波被害が想定される沿岸域

平成21年度末までに重要沿岸域
（271市町村）で配備予定

土砂災害ハザードマップ洪水ハザードマップ

平成21年度末までに配備予定

対象
約1,500市町村

公表済
439市町村
(H18.3末)

29%

71%

重要沿岸域※
271市町村

公表済
148市町村
(H18.3末)

55%

45% 重点地域※2
6,000箇所

75%

平成21年度末までに重点地域
（6,000箇所）で整備予定

※2 重点地域：近年大規模な災害を受けた
箇所や災害時要援護者施設を含む箇所等

公表済
1,509箇所
(H18.7末)

25%



○土砂災害に対する警戒避難体制の強化 

土砂災害警戒区域等における警戒体制、避難勧告発令判断基準及び住民の安全な

避難方法等の考え方を記載した「土砂災害警戒避難ガイドライン」を作成し、土砂

災害警戒区域等の指定・周知の促進を図る。あわせて避難勧告の一つの判断基準と

なる土砂災害警戒情報の提供（気象庁と都道府県が共同で発表）を全都道府県で実

施し、土砂災害に対する警戒避難体制を強化。 
 

 

 

 

○死者のうち高齢者の割合が高い 

○災害発生前の避難勧告発令が行われた箇所が少ない。 

【平成１８年６月２２日以降の土砂災害より明らかになった課題】 

警戒避難体制 

強化が必要 

【土砂災害警戒情報の伝達経路】

土砂災害警戒情報

大雨注意報・警報

大雨注意報・警報の中で、予測雨量に
基づき、土砂災害への警戒を呼びかけ

気象台からの情報の流れ （気象警報等）

住

民都道府県
（消防防災部局）

テレビ・ラジオ

市町村

地方気象台地方気象台 気象業務法に基づき伝達

土砂災害警戒情報

都道府県砂防部局

（土木部等）

都道府県砂防部局

（土木部等）

切迫性のある情報※もあわせて提供
※土砂災害発生危険性の時間的推移がわ
かる情報と簡明な説明文を記載したもの

都道府県

出先機関

都道府県

出先機関



○全国の河川の安全度について調査・評価・公表 
 局所的な豪雨の影響を受けやすい中小河川において、効率的・効果的な治水対策

を進めるとともに、住民等の防災意識の向上を図り、災害時に確実な避難誘導を図

るため、現況河川の流下能力等について航空レーザ測量を用いるなどにより、早急

かつ一括して調査・評価を行い、河川の安全度を一般に公表。 

 

航空レーザ計測の概要

水平精度：±30cm
鉛直精度：±15cm

航空レーザ計測を活用した河道横断図の作成航空レーザ計測の概要

水平精度：±30cm
鉛直精度：±15cm

航空レーザ計測を活用した河道横断図の作成

評価結果の例（案） 河川平面図での治水安全度評価

治水安全度を一定区間における
最低流下能力で評価

凡 例

３０年に１度あるかないかの大雨以上で氾濫する可
能性があります

１０年～３０年に１度あるかないかの大雨で氾濫
する可能性があります

1０年に１度あるかないかの大雨未満で氾濫する
可能性があります（最も危険です）

本図はあくまでイメージで実際
のものではありません。
（評価の公表手法、閾値等に
ついて、今後さらに検討予定）

評価結果の例（案） 河川平面図での治水安全度評価

治水安全度を一定区間における
最低流下能力で評価

凡 例

３０年に１度あるかないかの大雨以上で氾濫する可
能性があります

１０年～３０年に１度あるかないかの大雨で氾濫
する可能性があります

1０年に１度あるかないかの大雨未満で氾濫する
可能性があります（最も危険です）

本図はあくまでイメージで実際
のものではありません。
（評価の公表手法、閾値等に
ついて、今後さらに検討予定）



（５）広域的な危機管理体制の構築 

 

○大規模水害・土砂災害等の専門家派遣体制の確立 
大規模水害・土砂災害発生時に、技術専門家の派遣等により緊急復旧等を支援する

とともに、専門調査団による調査・分析を通じて被災原因・問題点等の分析を行い、

類似災害の防止を図るための体制を整備。 

 

 

○大規模水害・土砂災害発生時の危機管理計画の策定 
 豪雨・大規模地震・火山噴火等に伴う大規模水害・土砂災害に対する体系的・技術

的に整理した危機管理計画を策定することにより、災害発生時により迅速かつ的確な

災害対応を行い、社会的被害を軽減。 

・緊急対応に必要な技術的基準を整備（地すべりの崩壊予測、大規模天然ダム対応、

堤防決壊部緊急復旧等） 

・発災に備えた事前の対応（資機材備蓄、無人化施工機器の配備状況把握、緊急復旧

資機材のデータベース化等） 

 

○国土交通省における災害発生時の業務継続計画の策定 
震災時などでも、災害応急対応など重要業務の機能を継続するための国土交通省

業務継続計画（ＢＣＰ）を作成。 
※ＢＣＰとは、不測の事態などの被害を受けても業務が中断せず、また、中断した場合でも

可能な限り短時間で回復するように、準備や災害発生時の対応方法等を定めたもの。 

 

○地域の水防活動再構築－水防団等の充実強化支援－ 
社会構造の変化に伴う共同体意識の低下等を背景として、水防意識の低下、水防

知識及び技能の伝承・習得の困難等による水防活動の弱体化が懸念されていること

から、水防技術の継承、水防工法の技術開発と普及に向けた支援を実施。 

・ 水防団等に対し講習・指導等を行う専門家を登録する制度の創設 

・ 水防専門家等が新技術を評価し、公表するシステムの構築    等 

また、洪水時に、より適切なタイミングで水防活動や避難勧告等を実施したり、

水防資器材を融通したりすることができるよう、上下流の水防管理団体間（市町村

等）において水防活動に関する情報を共有化。 

大規模水害・土砂災害時の 
緊急専門家派遣体制の整備 

調査結果を踏まえ類似災害の防止に
向けて検討を行い、構造設計、基準の
あり方等の提言を行う 

応急対策 

類似災害の防止

専門家から成る調査団を現地へ派遣
⇒被災実態・災害原因に関する調査
を実施 

災害調査専門委員会の設置 

災害発生時に、現地に派遣 
⇒大規模水害・土砂災害等の危機

管理に対して緊急的、技術的助言

を行う 

・より迅速かつ的確な対応が可能 
・重大災害が同時多発した場合にも
同時並行的な専門家の派遣が可能

復旧・復興 

大規模災害の発生

・先端的な技術的観点から原因究明
・以後の類似災害の発生の防止 

・専門家の確保と育成 
・常設の専門家派遣チームを設置 



（６）流域内の徹底した連続性の確保 

 

○河川環境戦略プランの推進 
平成９年の河川法改正により「河川環境の整備と保全」が法目的化されてから１０

年を迎えることから、河川環境の現状、これまでの取り組みを踏まえ、上下流・流域

との連続性の確保やダムによる河川環境のための流量変動の確保など、河川環境施策

の新たな展開、具体的改善策を「河川環境戦略プラン」として示し、河川環境の取組

みを戦略的に推進。 

 

○森・水ツーリズムの推進 －民間事業者等と連携したダム観光の推進－ 
ダム水源地域の自立的・持続的な活性化を推進するため、地元自治体・地域住民

の参画とともに、民間事業者等と連携した観光戦略を推進。全国のダムを積極的に

民間に開放し、公共交通事業者や観光協会などの民間主体と連携して、ダム堤体、

ダム湖、水源地などを観光資源として活用。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○水辺を活かした巣づくり施策等の推進 

 
①子供たちの環境教育を促進する川づくり 

河川における自然体験活動を通じて水辺の自然や多

様性を学ぶなど、子供たちの環境教育の場としての活

用を図る。また、親子等で水辺空間を利活用すること

により、家族の絆や地域コミュニティの強化を支援。 

 

②出会いの場として利活用される川づくり 

賑わいのある水辺空間等により、若者世代には水

辺や水面利用等、河川特有の空間の利活用を通じて、

新たな出会いの場を提供。 

 

③団塊の世代の活躍が期待できる川づくり 

河川の施設整備の計画策定や河川空間の維持管理に、子育てを終えたいわゆる団

塊の世代等も積極的に参加できるように環境整備を行い、熟年世代の活性化等、健

全で豊かな地域コミュニティを実現。 

 

 

民間業者が湖岸・湖面占用 

民間と連携したダム湖周辺事業 

民間からのアイデア公募による連携事業 



 

○事業連携による流砂系の総合的な土砂管理 
土砂移動を追跡し地形の変化を推定できる流砂系地形変化モデルなど、より有効な

技術の検討・評価を行うとともに、関係事業による横断的なアクションプログラムの

策定など各事業間の連携を強化し、山地から海岸までの一貫した総合的土砂管理に関

する取り組みを効率的・効果的に推進。 

 
関係者間の検討会設置

進め方のイメージ（例）

・観測データの収集・分析・流砂系
の健全度評価
・流砂系地形変化モデルを用いた
将来予測

事業連携に関する
アクションプログラム策定

土砂動態
モニタリング

アクションプログラムの実施

調整して実施する事業の例

透過型堰堤の設置
除石

ゲート排砂／サンドバイパス建設
貯砂ダム設置及び掘削

高水敷の切下げ／砂利採取規制 養浜／海岸侵食防止

砂防

ダム

海岸アクション
プログラム
見直し

河川

関係者間の検討会設置

進め方のイメージ（例）

・観測データの収集・分析・流砂系
の健全度評価
・流砂系地形変化モデルを用いた
将来予測

事業連携に関する
アクションプログラム策定

土砂動態
モニタリング

アクションプログラムの実施

調整して実施する事業の例

透過型堰堤の設置
除石

ゲート排砂／サンドバイパス建設
貯砂ダム設置及び掘削

高水敷の切下げ／砂利採取規制 養浜／海岸侵食防止

砂防

ダム

海岸アクション
プログラム
見直し

河川



（７）その他の取り組み 

  

○沖ノ鳥島の管理・保全の充実と利活用策の検討 
沖ノ鳥島は、我が国最南端の領土であり、周辺海域における我が国の国際法上の権

利、すなわち国土面積を上回る約４０万平方キロメートルの排他的経済水域の権利の

基礎となる極めて重要な島であることから、国土保全・利活用の重要性に鑑み、国の

直轄管理により十全な措置を講じるとともに、その前提の上に可能な利活用を検討。 

 

〔管理・保全の充実〕 

 沖ノ鳥島の維持管理については、引き続き施設の点検や補修等を実施。作業架台に

ついては、設置後十数年が経過し著しく老朽化が進んでいることから、抜本的補修を

検討。 

また、サンゴの増殖による島の保全対策とあわせ、島の保全や礁内・周辺海域の利

活用に必要となる電力等の確保方策を、引き続き検討。 

 

 
 

 

○宮崎海岸における海岸保全施設整備事業の推進 
新規直轄化要求する宮崎海岸は約４０年間で平均約４０ｍ（最大９０ｍ）の砂浜が

侵食され、一ツ葉有料道路目前まで浜崖が迫るなど、越波被害や重要幹線道路の流失

など、地域経済への影響は甚大となるおそれ。 

侵食に影響する沿岸漂砂が及ぶ延長の長い一連の海岸線全体で効果的な対策を講

じるため、海岸管理者だけでなく、ダム、河川、港湾、漁港等の管理者も含めて総合

土砂管理の考え方のもと保全対策を実施。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作業架台 

沖ノ鳥島の全景 

北小島 

観測所基盤

東小島

作業架台の著しい老朽化への対応

侵食され浜崖が形成

汀線が後退 

位 置 図

 

宮崎海岸宮崎海岸宮崎海岸宮崎海岸宮崎海岸宮崎海岸

日向灘 

 

宮崎市 

一ツ葉有料道路 



○新潟海岸における海岸保全施設整備事業の推進  
直轄延伸要求する新潟海岸金衛町工区は、明治２２年から約１４０ｍ侵食が進み、

現在では、海底地形の侵食傾向が沖合にも進行し、施設災害が頻発しており、新潟市

街地への影響が甚大となるおそれ。 
広域にわたる侵食制御と砂浜安定化を図るため、海岸管理者、港湾管理者、河川管

理者等の連携のもと、なるべく施設に頼らず複雑な沿岸漂砂管理を適切に組み合わせ

た保全対策を実施。 

 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟市 

新潟海岸 

関屋分水路→

関屋浜海水浴場

マリンピア日本海

←
信
濃
川

金

衛

町

工

区

新潟市街地

関屋分水路→

関屋浜海水浴場

マリンピア日本海

←
信
濃
川

金

衛

町

工

区

新潟市街地



 

 
 

○概況 
 ７月１５日から２４日にかけて、九州から本州付近にのびた梅雨前線の活動が活発

となり、長野県王滝村御嶽山で 701 ミリ、富山県立山町で 678 ミリとなる等、長

野県、富山県では７月１５日から２１日までの７日間の総雨量が多いところで 600

ミリを超えた。(15日～24日までの総雨量は御嶽山817ミリ、立山町816ミリ) 

 また、宮崎県えびの市で 1,281 ミリとなる等、九州地方では１８日から２４日ま

での７日間の総雨量が多いところで1,200ミリを超えた。 

 鹿児島県、熊本県、島根県、長野県では、総雨量が７月の月間平均雨量の２倍を超

える記録的な大雨となり、長野県、鹿児島県、島根県などで死者・行方不明者数３０

名、床上浸水３，２２３棟、床下浸水５，０４９棟（７月１５～２４日）の被害が発

生した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．平成１８年７月豪雨の状況 

長野県伊那市
伊那 493㍉

長野県玉滝村
御嶽山 817㍉

島根県松江市
松江 496㍉鹿児島県大口市

大口 1122㍉

宮崎県えびの市
えびの 1281㍉

総雨量（7月15～24日）※1100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000
ミリ

長野県伊那市
伊那 493㍉

長野県玉滝村
御嶽山 817㍉

島根県松江市
松江 496㍉鹿児島県大口市

大口 1122㍉

宮崎県えびの市
えびの 1281㍉

総雨量（7月15～24日）※1100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000
ミリ

100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000
ミリ

主な被害状況（7月15～24日）※2 

   死者：２７名 

   行方不明者：３名 

   床上浸水：３，２２３棟 

   床下浸水：５，０４９棟 

※1 総雨量は気象庁発表資料より抜粋 

※2 主な被害状況は消防庁発表資料 

（平成18年7月28日18時現在）より抜粋 

長野県 

3日間で約2ヶ月分の降雨量（7/17～19） 

島根県 

4日間で約1ヶ月半分の降雨量（7/16～19） 

鹿児島県 

4日間で約2ヶ月半分の降雨量（7/20～23） 

※平年の7月の月間降水量から河川局算出 
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※浸水被害等は平成18年8月7日現在河川局調べ

約1700戸長野県諏訪市、

下諏訪町、岡谷市

諏訪湖天竜川

米之津川

川内川

大橋川

河川名

鹿児島県出水市

鹿児島県さつま町、
湧水町、大口市、

菱刈町、えびの市

島根県松江市

市町村名

約1300戸米之津川

約2300戸

流出等家屋損壊

約30戸

川内川

約1700戸斐伊川

浸水等被害戸数水系名

約1700戸長野県諏訪市、

下諏訪町、岡谷市

諏訪湖天竜川

米之津川

川内川

大橋川

河川名

鹿児島県出水市

鹿児島県さつま町、
湧水町、大口市、

菱刈町、えびの市

島根県松江市

市町村名

約1300戸米之津川

約2300戸

流出等家屋損壊

約30戸

川内川

約1700戸斐伊川

浸水等被害戸数水系名

主な被害箇所

天竜川の堤防決壊（長野県箕輪町松島北島地先（7月19日）

7/17諏訪湖周辺（長野県諏訪市）

7/23川内川（鹿児島県さつま町宮之城虎居地区）

○国管理河川で、はん濫危険水位を１７河川、はん濫注意水位を５９河川で超過

 
 

土砂災害は６４８件発生 

死者は２０名（６府県１０箇所、いずれの箇所も砂防えん堤等は未整備） 

 

 

 

 

 

 

 

○水害及び土砂災害の状況 
 国管理区間では、はん濫危険水位を１７河川、はん濫注意水位を５９河川で超過

島根県 美郷町 久保 死者１名

鹿児島県 菱刈町 下手仲間 死者１名 土石流

地すべり

がけ崩れ

長野県 岡谷市 湊３丁目 死者７名
みなと

ひしかりちょう しもでなかま

みさとちょう

7/23 川内川(鹿児島県さつま町) 7/19 天竜川の堤防決壊(長野県箕輪町) 

土砂災害により人命被害が

発生した府県 



 

○国土交通省所管ダムにおける洪水調節実施状況について 
１０日間（7/15～24）で、延べ176ダムが洪水調節を実施。最大流入量の合計

約42,000m3/s のうち約16,000m3/s をダムに貯め込み、下流の被害軽減に努め

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○犀川におけるダム群連携による洪水調節効果（長野県・犀川）        
 平成１８年７月豪雨では、犀川において国土交通省の大町ダムと東京電力のダムが

連携して洪水調節を実施。陸郷地点では、水位が上昇し避難判断水を突破していたが、

この洪水調節により、越水被害を食い止めることが出来た。 
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陸郷地点（安曇野市明科荻原地区）の洪水状況
（陸郷から上流3.1km付近）

土嚢積も実施

約80cm
水位低下

ダムの洪水調節がなければ、堤防から洪水が溢れていた！
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○川内川の被害状況 
 今回の出水において川内川の浸水戸数は約２，３００戸に達した。 

 

さつま町
全半壊：28戸、浸水戸数917戸

湧水町
浸水戸数：566戸

東
シ
ナ
海

←
川
内
川

鶴田ダム
えびの市
浸水戸数：423戸

薩摩川内市
半壊：1戸、浸水戸数：113戸

薩摩川内市

湧水町

えびの市

大口市

大口市 全半壊：3戸
浸水戸数：139戸

さつま町

川
内
川

７月２３日 湧水町吉松庁舎付近

菱刈町
浸水戸数：139戸

７月２２日 さつま町虎居

←川内川

平成18年8月7日現在

菱刈町

 
 

 今回の出水において、鶴田ダムで約６，９００万m3（福岡ドーム約３９個分）の

洪水を貯留し、ダム下流で１．３ｍの水位低減効果を発揮した。 
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鶴田ダムにより、さつま町宮之城において
１．３mの水位低減効果！
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・昭和36年6月梅雨前線による浸水状況
（被害：全壊・半壊家屋１４０戸、床上浸水７０戸）

・平成18年７月豪雨による状況

※時又水位・流量観測所における流量
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H18年7月豪雨では
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H18年7月豪雨では被害なし！

平成18年7月豪雨では、
引き堤を実施したことにより被害なし！

 
 

○未完成箇所の被害事例【斐伊川・神戸川（島根県）】 
平成１８年７月豪雨により、松江市街地において２０５ｈａ、１，７０２戸の浸水

被害が発生。 

治水３点セット（志津見ダム・尾原ダム、斐伊川放水路、大橋川改修）が完成して

いた場合、灘分地点では約１．３ｍ、松江地点では約０．６ｍ水位が低下することが

期待され、灘分地点では計画高水位を超えず、松江市街地における浸水被害は無かっ

たものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○河川改修の効果事例【天竜川（長野県飯田市）】 
 平成１８年７月豪雨では、昭和３６年６月梅雨豪雨を上回る流量を記録したが、

治水対策事業（引堤等）が完成したことにより、越水による本川氾濫等、大災害の

発生を防ぐことが出来た。 
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7 月 19 日松江市内浸水状況 



○砂防施設の効果事例 
【球磨川水系川辺川 田口砂防えん堤（熊本県球磨郡五木村頭地地先）】 

 

平成１８年７月２４日（梅雨前線豪雨） 

に発生した土石流を捕捉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【天竜川水系大川 ヒライシ沢砂防えん堤（長野県岡谷市間下）】 

平成１８年７月１８～１９日（梅雨前線豪雨）に発生した土石流を捕捉 

人家９２戸、公共施設１６
（保健福祉センター、小学校、診療所、役場、

駐在所、商工会、ＪＡ等）

田口砂防えん堤

土石流土石流

田口砂防えん堤（Ｈ１４完成）

土
石
流

・土石流や流木 約６，０００ｍ3を捕捉

・下流の民家等に被害無し

捕捉後【平成１８年７月２４日撮影】

・土石流や流木 約２，０００ｍ3を捕捉

・下流の保全対象に被害無し捕捉前（Ｈ１６）

国道２０号

老人ホーム病院

人家２５戸
国道２０号
病院

老人ホーム
耕地０．８ha

などを保全したと
推定される

ヒライシ沢

土石流

長野県

土石流発生箇所



事事業業のの流流れれ（（河河川川のの場場合合））  
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※応急工事（緊急災）は、被災後直ちに申請・採択 

○本格的な台風シーズンを前に甚大な被害が発生したため、災害
復旧事業採択までの期間を短縮 
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長野県３４箇所 
 （岡谷市、諏訪市、辰野町、伊那市、箕輪町、松本市、 
塩尻市、長野市、大町市、木祖市、津田町） 
鳥取県９箇所（日野町、日南町） 
島根県７箇所 
（松江市、奥出雲町、隠岐の島町、海士町、掛合町） 
鹿児島県８箇所（鹿児島市、垂水市、瀬戸内町） 
 
※調査団派遣によりこれらの地域における災害関連緊急
砂防等事業を約３週間で採択 

８月１日～３日にかけて、国管理河川の被災箇所（約１００箇所）の現地審査、
土砂災害による被災箇所（約６０箇所）の早期復旧のための技術指導、河川
等施設の早急な復旧が必要な箇所（約５０箇所）に対する技術指導等を実施 

長野県 
 信濃川水系千曲川 
 信濃川水系犀川 （千曲川では1箇所、犀川では2箇所の緊急復旧完了） 
 天竜川水系 天竜川上流※１ （天竜川の堤防決壊箇所は緊急復旧完了） 
 諏訪湖、承知川、小横川川他１１箇所 

島根県 
 斐伊川水系斐伊川※１ 

 神戸川他１２箇所 

熊本県 
 球磨川水系球磨川 
 万江川、村の本急傾斜地他５箇
所 

鹿児島県 
 川内川水系川内川 
 川内川水系羽月川   
 （川内川では24箇所、羽月川では1箇所の緊急復旧完了） 
 米之津川、桶寄川、平良川他１２箇所 

◆8月中に国管理河川の被災箇所（約300箇所）の
現地審査を実施 

災害関連緊急砂防等事業箇所（H18.8.14現在） 

※本復旧採択済み

○早期復旧に向け災害緊急調査団（８月１日～３日）を派遣 



 



 

 
 

○コスト構造改革の推進 

「国土交通省公共事業コスト構造改革プログラム」に基づき、事業のスピードアッ

プ、設計・調達の最適化をポイントとした公共事業のすべてのプロセスを例外なく見

直す「コスト構造改革」に取り組んでおり、事業のスピードアップによる事業便益の

早期発現や将来の維持管理費の縮減等、総合的なコスト縮減をより一層推進し、平成

１５年度から５年間で、平成１４年度と比較して１５％の総合コスト縮減率を達成す

ることを目標とする。 
＜コスト構造改革への取り組み事例＞ 

区分 事 例 総合コスト縮減効果 

事業の重

点化・集

中化 

 

 

 

 

 

 

・河川、砂防、海岸事業において、事業期間、

区間を設定、公表し、重点投資を行う短期

集中型事業の導入により治水効果の早期

発現を図る。 

 

 

 

 

 

 

（モデルケースによる試算例） 

・従来１０年間の工期を要する放水路事業に対し、

５年間の工期短縮により約７億円のコスト縮減

効果。 

※事業便益の早期発現効果を費用便益分析に基

づく B/C で除することにより、コスト縮減額

に換算。 

(公共事業コスト構造改革フォローアップ実施

要領による) 

 

計画・設

計の見直

し 

 

 

 

 

 

 

・ダム事業における掘削法面の保護対策であ

るコンクリート吹き付け法枠工に対し、同

等の安定が図れる合理化施工法(簡易法枠

工)を採用しコスト縮減を図る。 

 

・排水機場のポンプ形式の変更、天井クレー

ンの廃止、排水機場の上屋構造の省スペー

ス化などによりコスト縮減を図る。 

 

・砂防ソイルセメントを用いた工法の採用に

より、建設発生土の有効活用が可能とな

り、環境への負荷軽減、施工の合理化によ

る建設コストの縮減等を図る。 

 

・人工リーフの技術的な指針について、性能

規定の考え方を取り入れた見直しを行う

ことにより、コスト縮減を図るとともに、

既設の消波ブロック等のリサイクルを推

進し、景観的にも良好な海岸づくりを推進

する。 

 

（モデルケースによる試算例） 

・簡易法枠工の採用により 

 掘削法面工事費 約６１億円→約３４億円 

（約４４％コスト縮減） 

 

（モデルケースによる試算例） 

・トータルコストで約５２億円→約４６億円 

（約１２％コスト縮減） 

 

（モデルケースによる試算例） 

・砂防ソイルセメントを用いることにより、 

約３１６百万円→約２４５百万円 

 （約２２％コスト縮減） 

 

（モデルケースによる試算例） 

・不透過ブロックで全面を覆い施工されていた人工

リーフについて、陸側を不透過ブロックに代え

て、他で不要となった消波ブロックをリサイクル

することにより、 

従来構造    １基あたり 約７．６億円 

 →見直し後の構造 １基あたり 約５．９億円 

           （約２０％コスト縮減）

 

 

５．効率的・効果的な事業の実施 



○ダム事業に係る改革 
ダム事業に関しては、納税者及び利水者のコスト意識の高まり、国民の環境に対す

る意識の高まり、国・地方の財政状況の悪化、水需要の伸びの鈍化等の社会経済情勢

の変化等に伴う要請に積極的に応えるべく、事業マネジメントの徹底・透明性の確保、

より効率的な予算執行、コスト縮減の新たな取り組み、環境への配慮、既存ダムの活

用等の取り組みを通じて、ダム事業改革を推進する。 
 

・事業マネジメントの徹底による工程・コスト管理の高度化 

⇒ 全国の直轄及び水機構のダムで工程・コス

トを統合管理するシステムを運用 

・ 共通プロジェクトマネジメント（ＰＭ）ツ

ールを通じて、工程やコストに関する情報

を本省－整備局－事務所が共有し、工程・

コスト管理を徹底 

・ 年度途中におけるコスト縮減や追加ニー

ズ等の状況を的確に把握 

・上記を踏まえ、ダム間流用を適宜行うなど、

効率的な予算執行を実施 
 

・計画・設計・施工等あらゆる段階でのコスト縮減 

⇒ 直轄及び水機構ダムでコスト縮減マネジメントシステムを運用 

・ データベース化により、キーワード等を用いてコスト縮減事例を検索し、それ

らの事例を参考にした新たなコスト縮減の取り組みが可能に 

⇒ ダム事業におけるコスト構造改革を推進するため、原則全ての本体発注工事で

新たな入札契約方式の検討 等 

⇒ コスト縮減額等は、ダム間流用の弾力的実施などにより、ダム事業全体で有効

に活用 

 

・既存ダムの有効活用の推進 

 既存ダムの活用により、洪水調節効果の増強による洪水リスクの軽減、水量回復

による河川環境の改善など治水機能等を向上 

 

○ダムの総点検による課題緊急解消対策 
近年の集中豪雨の多発により、洪水調節容量の小さいダムにおいては、貯水池が

満杯となり、洪水調節効果を失うことが生じているほか、冷・濁水の放流により下

流河川環境への障害が発生している事例がある。 

これらの課題を解消するため緊急に全ダムを対象とした治水面・環境面の課題に

ついて総点検の実施と、ダム機能向上計画を策定により速やかに対策事業を推進す

る。さらに、補助ダムの機能向上に向けての支援体制を構築する。 
 

ＰＭツールを用いた工程管理のイメージ 



 
平成 14年 4月に「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（行政評価法）が施

行され、法律上の明確な枠組みに基づいて政策評価を実施。また、同法に基づき、国

土交通省政策評価基本計画を策定し、 

① 政策アセスメント（事前評価） 

新規施策について、必要性・効率性・有効性を厳しくチェックした上で施策を企

画立案 

② 政策チェックアップ（業績測定） 

国民の目から見てより分かりやすいものとなるよう、成果（アウトカム）で政策

を評価 

③ 政策レビュー（プログラム評価） 

国民の関心の高いテーマ等を選定し、政策の見直し、改善につながる総合的な分

析・評価を実施 

の 3つの評価によるマネジメントサイクルを確立。 
 また、個別公共事業の実施においては、新規事業採択時評価、再評価について、同基本計

画に基づき実施。 

 
①政策アセスメント（事前評価）の概要 

 新規・拡充施策等について、必要性・効率性・有効性の観点から厳しくチェックし、

真に必要な施策を企画立案。例えば必要性の観点からは、目標と現状の乖離の把握や、

その原因分析・課題の特定を行い、具体的施策を提案。 
 
○平成１９年度概算要求等に係る政策アセスメント対象施策 
・ 洪水氾濫域減災対策事業の創設 
・ 地域の防災拠点の保全（急傾斜地崩壊対策事業の採択基準拡充） 
・ 洪水流下阻害部緊急解消事業の創設 
・ 大規模河川管理施設機能確保事業の創設 
・ 排水機場耐水化事業の創設 
・ 直轄海岸災害関連緊急事業の創設 
・ 災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の拡充 
・ 海岸耐震対策緊急事業の創設 
・ 緊急地震速報を活用した災害対策の高度化機器開発 
・ 地震急傾斜地崩壊対策緊急事業の創設 

 
②政策チェックアップ（業績測定）の概要 

毎年度末を目途に、事業実施により国民等にどのような効果がもたらされるのかを

できるだけ直接的に表す業績指標（アウトカム指標）の測定を行い、指標と施策に関

わる現状を分析することにより、成果の進捗状況、課題や今後の方向性等を評価し、

その結果を予算等に反映。 

６．政策評価及び個別公共事業の評価 



政策目標：水害等による被害の軽減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【政策チェックアップの例】 

 

③政策レビュー（プログラム評価）の概要 

 既存施策について、国民の関心の高さ、政策課題としての重要度等の観点からテー

マを選定。第三者から助言等を求めながら、総合的で掘り下げた分析・評価を実施し、

今後の政策の見直し、改善につなげる。 
  ○政策レビュー河川局関係テーマ ※（ ）内はとりまとめ予定年度 

・ 行政行動の改革（Ｈ１８） 

・ 直轄工事のゼロエミッション対策（Ｈ1８） 
・ 環境政策・省エネルギー政策の総合点検（Ｈ19） 
・ 河川環境の整備・保全の取組み（Ｈ19） 
・ 総合的な水害対策の総点検（H21） 
・ 総合物流施策大綱（2005-2009）の点検（H21） 

 
④個別公共事業の評価 

 河川局所管事業について新規事業採択時評価や再評価等を実施し、公共事業の効率

的な執行及び事業実施における客観性・透明性を確保。 

 

（１） 新規事業採択時評価 

  「国土交通省所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領」に基づき、以下のいず

れかに該当する事業について新規事業採択時評価を実施。 

 
 ①事業費を新たに予算化しようとする事業 

 ②ダム事業の実施計画調査費を新たに予算化しようとする事業 

 

現状分析施策の概要

必要性：
諸外国と比較して厳しい我が国の国土条件や社会
条件において、水害被害の軽減を図り、安全で安心
できる社会活動を支える必要がある。

指標：洪水による氾濫から守られる区域の割合
主な施策：河川整備、ダム等洪水調節施設の整備、

砂防設備の整備

約62%
（61.7%）

約60%
（59.7%）

約58%
（57.8%）

目標値実績値初期値

約62%
（61.7%）

約60%
（59.7%）

約58%
（57.8%）

目標値実績値初期値

指標：土砂災害から保全される戸数
主な施策：砂防設備、地すべり防止施設、急傾斜地

崩壊防止施設の整備

約140万戸約130万戸約120万戸

目標値実績値初期値

約140万戸約130万戸約120万戸

目標値実績値初期値

○洪水による氾濫から守られる区域の割合
H17の実績値は59.7%と目標達成に向けて概ね順
調に推移している。

○土砂災害から保全される戸数
H17の実績値は約130万戸であり、目標達成に向
けて概ね順調に推移している。

主な課題

今後の取組み

河川、ダム、砂防設備等の整備には計画から完成ま
で長時間を要することが多いため、施設整備途上に
おいてハード・ソフト一体となった減災体制の緊急的
な整備が必要である。

また計画規模を上回る洪水等による災害に対する体
制整備が必要である。

○できるだけ早期に安全度を高め、被害を最小化
する「減災」を図るため、多様な整備手法の導入
や既存施設の有効活用、危機管理体制の強化な
どを強力に推進する。

○本体工事中のダムや水害が頻発している地域
での河川改修に重点的・集中的な投資を行うとと
もに、箇所数を厳密に管理し、計画的・効率的な
施設整備を図る

○下水道事業と河川事業の連携による浸水対策
を重点的に推進し、床上浸水が慢性化している地
区における抜本的な浸水解消を図る。



（２） 再評価 

 「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」に基づき、以下のいずれかに該当す

る事業について再評価を実施。 
① 事業採択後一定期間（５年間）が経過した時点で未着工の事業 

② 事業採択後長期間（１０年間）が経過した時点で継続中の事業 

③ 準備・計画段階で一定期間（５年間）が経過している事業 

④ 再評価実施後一定期間（５又は１０年間）が経過している事業 

⑤ 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業 

 

（３） 事後評価 

  「国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領」に基づき、平成１５年度より本格

実施。 

 

（４） 評価結果の公表 

 原則として、年度予算の支出負担行為の実施計画が承認された後、評価結果等につ

いてインターネット等を通じて公表。ただし、個別箇所で予算内示をされる事業（ダ

ム事業等）については、概算要求書の財務省への提出時及び政府予算案の閣議決定時

に公表。 

（詳細については、http://www.mlit.go.jp/river/gaiyou/hyouka/index.html 参照） 

なお、上記（１）～（３）に係る評価に当たっては、費用対効果分析を含む総合的

な評価を行い、費用便益分析については、「治水経済調査マニュアル（案）」等に基づ

き実施。 

 

※事業の評価結果等 

Ⅰ. 新規事業採択時評価 

事業区分 
事業名 

事業主体 

総事業費 

（億円） 
Ｂ／Ｃ 

直轄 
長安口ダム改造事業 

四国地方整備局 
400 1.9 

ダム事業 

補助 
最上小国川ダム建設事業 

 山形県 
 75 1.5 

直轄 
宮崎海岸直轄海岸保全施設整備事業 

 九州地方整備局 
302 9.1 

海岸事業 

直轄 

新潟海岸直轄海岸保全施設整備事業 

（金衛町工区・延伸） 

 北陸地方整備局 

195 9.1 

 

Ⅱ. 再評価結果 
再評価実施個所数 再評価結果※ 

  続 事 業 区 分 5年未

着工 

10年

継続中

準備計

画5年

再々

評価
その他 計 

継

 

 
うち継続見直し 

中止 
評価手

続き中

直轄・機構事業   １ ２  3 2   １ 

補助事業等  1  7  ８ 2   6 ダム事業 

合 計  1 １ ９  1１ 4   ７ 

※この他に、平成１７年度末時点において「評価手続き中」となっていた、下記事業について中止とする。 

 
○中止事業の再評価結果等【再評価】 

事業名 

事業主体 

総事業費 

（億円） 
Ｂ／Ｃ 中止理由 

一ツ瀬川総合開発事業

（吹山ダム） 

宮崎県 

180 1.0 

水道事業者がダム事業から撤退したことにより、ダム計画

及び代替案の検討を行い、流域の治水上の安全性や経済性

などから総合的に判断した結果、河川改修案の方が、より

効率的・効果的に事業の進捗が図られるため。 



 



 
 
 
○市民と連携した河川環境調査検討経費（国費１４百万円） 
  市民団体と河川管理者が適切な役割分担の上で協力して水質調査や生物調査等の河川 

環境調査を実施するための手法の検討及び市民団体が実施した河川環境調査の結果を最 

大限活用するための精度向上の手法、河川環境を総合的に評価する手法等を検討する。 

  これらの手法を用い、モデル河川において、実際に市民と連携した河川環境調査を実

施して総合的な評価を行い、河川環境行政の参考とするための市民と連携した河川環境

調査のあり方について取りまとめる。 

 

○危機管理能力向上方策検討経費（国費２５百万円） 
  大規模地震に対する政府の対応については、中央防災会議において活動要領が策定さ

れるなどの取り組みが進められているが、現に多くの人的・物的被害が発生している水

害については、未だ活動要領等が策定されていない状況である。 

   本施策では、首都圏における大規模水害の発災時に迅速かつ的確な災害対策が実施で

きるよう、被害想定と活動方針の検討を行い、首都圏大規模水害に関する国土交通省と

しての具体的行動計画を策定し、実践的訓練の実施及びその結果を行動計画へフィード

バックすることにより、国土交通省の危機管理能力を向上させる。 

 

○緊急地震速報を活用した災害対策の高度化機器開発経費（国費３０百万円） 
  緊急地震速報とは、震源に近い観測点で得られた地震波を用いて震源、地震の規模及

び各地の震度を直ちに推定し、これを情報として迅速に提供するものである。  

  この緊急地震速報を国土交通省が所有している CCTV 等に連動させるシステムを開

発することにより、発災前後の映像情報等を入手し、官邸・内閣府等の防災関係機関へ

情報提供するとともに、施設の緊急点検による被害の有無の確認等、災害応急対策に活

用し、地震による被害低減・拡大防止及び迅速な復旧着手を可能とする。 

 

○大規模土砂災害に関する対処手法の高度化に要する経費（国費１０百万円） 
   複数県にまたがるような広域なエリアで同時多発的に発生する大規模土砂災害時の危

機管理に際しては、災害実態の把握、情報の収集・共有化、被害の拡大の推定、対処体

制の立案および役割の明確化等を迅速に行う必要がある。 

  そこで、本施策では、災害実態の把握、被害拡大推定に係わる有効な最新の要素技術

に関する情報収集、土砂災害に関する統合データベースの整備を行い、その上で、国、

都道府県、市町村、財団等の役割を明確化した大規模土砂災害に対する対処技術・危機

管理に関するマニュアルを作成する。 

 

○ 海岸における漂着ゴミ等危険物対応ガイドラインの策定経費 

（国費１５百万円） 
  海岸における漂着ゴミには、使用済みの注射器や危険性の高い薬品ビンなどの医療系

廃棄物を始め、ガスボンベ、信号筒など爆発や破裂の恐れのあるものなど危険物が含ま

れている事例が各地で見られていることから、海岸を常に安全に利用できるように適切

に管理するための対応方針を策定する。 

 

７．新たな行政課題に対する調査検討（行政部費） 



 

○河川流域の浸水被害の防止・軽減対策の促進に係る特例措置の創設 
  洪水氾濫被害が多発している現状に対応し、治水安全度の早期向上を図るため、

従来の「川を氾濫させない対策」に加え、「氾濫した場合でも被害を最小化させる

対策」として地域全体での減災対策を推進する。 

このため、治水安全度が低い地域において、地方自治体等が新たに策定する減災

計画に基づき民間が整備する浸水防止施設に係る所得税・法人税・固定資産税の特

例措置を創設する。 

  

○雨水貯留・利用浸透施設に係る特例措置の延長    

 都市部において、流域の治水安全度の向上を図る

とともに、健全な水循環の確保に寄与し、雨水の有

効利用等による水需給の緩和を図るため、河川管理

者以外の者が設置する雨水貯留・利用浸透施設に係

る特例措置を延長する（所得税・法人税の割増償却

５年間10％）。 

                           【雨水貯留・利用浸透施設の例】 

 

○地下空間における避難対策施設に係る特例措置の延長 

  浸水想定区域内の地下街等の所有者又は管理者が、水災による避難経路の確保等

のために必要な避難対策施設（防水板、防水扉等）を新設又は改良した場合の特例

措置を延長する（固定資産税及び都市計画税の課税標準５年間１／２）。 

 

 

 

 

 

 
○河川立体区域制度の活用による河川整備推進に係る特例措置の延長  

  河川立体区域制度により河川を整備する場合に、当該事業地上に建築されていた

家屋について移転補償金を受けた者が、河川立体区域の指定があった日から２年以

内に当該事業地上に従前の家屋に代わる家屋を取得した場合の特例措置を延長す

る（不動産取得税について従前の家屋の価格を課税標準から控除）。 

 
○特定の活動を行う公益法人等に係る特例措置の創設（所得税、法人税、相続税等） 

８．税制関係 

防
水
扉

防
水
板

避難対策施設 浸水センサー



送り手情報から受け手情報への転換を通じた災害情報の提供の充実

地域の防災対応力の強化

平常時からの防災情報の共有の徹底

迅速かつ効率的な防災施設の機能の維持向上

局所的降雨予測データを用いた中小河川
の洪水予測の高精度化（１０分間隔）

市町村毎に避難勧告の判断の基準の作成

水防法を改正し主要な中小河川においてハ
ザードマップの作成・公表の義務付け

土砂災害警戒区域の指定の全国展開と土
砂災害ハザードマップの作成・公表の義務
付け

全国で航空レーザー計測を行い各河川の
安全度を調査・評価・公表

市街地等を流れる区間で堤防の質的強化
を実施

事前放流などダムの機能をより有効に活
用できるよう操作ルールを変更

災害時要援護者の円滑な避難行動支援
のための仕組みの整備

大規模な地下空間の管理者等に対して、
洪水時の避難確保計画の作成を義務化

９．豪雨災害対策緊急アクションプラン（平成１６年１２月１０日）の実施状況

現　状　と　課　題 改　善　策

避難行動等に有効な洪水予測情報は大河川
のみ（１時間間隔）

洪水時等の情報は、「河川の水位が○○ｍ」な
ど河川管理者側の情報で、住民に実感がない

被災経験の減少などにより市町村の避難勧告
の判断が遅れた

浸水想定区域図の作成は大河川が中心

土砂災害警戒区域の指定は２県で２１３箇所と
わずか

中小河川は事業実施区間の流下能力の把握の
みで水系全体の安全度が十分に把握されてい
ない

堤防は計画高水位を基準に必要な断面の確保
（量的整備）を優先

ダムの操作ルールは、計画に基づき、洪水調節
と利水容量を区分して管理することが基本

災害時の情報伝達に、災害時要援護者に対す
る配慮がない

特定都市河川法では、地下空間管理者に対し、
避難確保計画の策定・公表は努力義務

ハザードマップの作成・公表は３６１市町村のみ

氾濫域の浸水情報や土砂災害の前兆現
象の情報を実感できる情報として提供

水防法を改正し主要な中小河川において浸
水想定区域図の作成・公表の義務付け

水防法を改正し避難勧告の目安となる特
別警戒水位を設定し、情報の提供



改　善　目　標　等平成１８年７月現在の実施状況

全国１０河川で試行 Ｈ２１年度までに一級水系約９００河川で整備

ガイドラインに基づきモデル河川で判断
基準を作成

全国の市町村で避難勧告判断基準を作成

ハザードマップは４３９市町村で公表済
み(H18.3現在)、更に今年度約２００市
町村で公表予定

Ｈ２１年度までにハザードマップは
約１，５００市町村で作成

Ｈ２１年度までに浸水想定区域は
約２，２００河川を公表

浸水想定区域は３２７河川で公表済み
(H18.3現在)、更に今年度約３５０河川
で公表予定

４２都道府県で約１６，０００箇所の土砂
災害警戒区域等を指定

Ｈ２２年度末までに約２０万箇所を指定

航空レーザー計測を概ね終了し、モデ
ル河川で安全度について調査・評価・
公表

Ｈ１９年度までに全ての一級水系河川に係わる
安全度について調査・評価・公表

直轄河川で約６，０００kmの詳細点検、
中小河川で約７，７００kmのカルテを作
成(H18.3現在)

Ｈ２１年度までに直轄河川約１０，０００km実施、
中小河川はカルテを作成し順次実施

直轄・水機構の延べ２６ダムで事前放
流を実施

直轄・水機構の全てのダムについて事前放流
等の検討後適宜実施

「災害時要援護者の避難支援ガイドラ
イン」を作成しモデル市町村で避難マ
ニュアルの作成を支援

引き続き市町村の避難マニュアルの作成を
支援

約１，０００河川（水位情報周知河川）
Ｈ２１年度までに約２，０００河川（洪水予報河川
に移行する河川も含め）

利根川で実施（氾濫域の浸水情報） Ｈ１９年度までに全ての直轄河川で試行

土砂災害に関する情報提供等を２６１
市町村で実施

Ｈ１９年度末までに約４００市町村で実施

大阪市において１４施設で避難確保計
画を作成

引き続き避難確保計画の作成を支援



（参考資料） 

１．災害に対して非常に脆弱な国土構造等 

 
○我が国においては、国土面積の約１割にすぎない洪水氾濫区域に、５割の人口、４分の

３の資産が集中。ひとたび洪水が発生すれば、被害は深刻なものとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

   【日本の国土利用状況】 
 
○日本の河川は急勾配なため、大雨が降れば上流から下流へと一気に流れ大きな被害をも

たらす。 

 
【わが国と諸外国の河川勾配比較】 

 
○日本の都市の大部分は、洪水時の河川水より低いところにあり、洪水の被害を受けやすい。 
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○日本の河川は、最大流量と最小流量の差が大きい。そのため、瞬時に大洪水となり、瞬

時に水が減少する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○１時間に50mmや１００mmを超す集中豪雨が増加傾向にある。 
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出典：「日本の水資源」（国土交通省土地・水資源局水資源部） 
に河川局が加筆 

 
○長期的に見ると少雨と多雨の変動が増大（治水上も利水上もリスクが増大）。 
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○毎年約１，０００件もの土砂災害が発生しており、平成１７年は、全国４０都道府県で

８１４件の土砂災害が発生した（平成１８年は７月末時点で１，２０３件）。依然として

土砂災害は多発しており、土砂災害対策に対する備えが急務となっている。 

 
 
 
 
 
 
 

 

【日本の年降水量の経年変化】 

■近年の土砂災害の発生件数

48 57

565
158

461

173
365 275

1,511

483

46
96 128218

712

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｈ１３ Ｈ１4 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

814

がけ崩れ
地すべり
土石流

件数

2,537

509 539

平成１３年～１７年の
発生件数平均　１，０５９件

897



○我が国は、世界に占める国土面積は、0.25％であるにもかかわらず、マグニチュード６

以上の地震回数は22.9％、活火山数は7.1％にものぼる地震・火山大国である。毎年約２

０程度の火山活動を示すなど、活発に活動しており、火山噴火に伴う土砂災害対策への備

えが急務となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○いつ発生してもおかしくないと言われる東海地震や今世紀前半にも発生するおそれがあ

るとされている東南海・南海地震などの海溝型巨大地震や、発生すると甚大かつ広域の

被害が想定される首都直下地震等の大都市を襲う直下型地震に備えるため、既存の施設

を活用して、緊急的に防災機能を確保することが必要となっている。 

 
〔過去の主な海溝型地震による被害〕 
1703年 元禄地震(Ｍ8.1)     死者 約 10,000人 

1707年 宝永地震(Ｍ8.6)     死者 5,049人 

1854年 安政東海地震(Ｍ8.4)安政南海地震(Ｍ8.4)  死者 2,658人 

1896年 明治三陸地震津波(Ｍ8 1/2)    死者 約 22,000人 

1923年 関東大震災(Ｍ7.9)     死者 約 142,000人 

1933年 昭和三陸地震津波(Ｍ8.1)    死者 3,064人 

1944年 昭和東南海地震(Ｍ7.9)     死者 1,251人 

1946年 昭和南海地震(Ｍ8.0)     死者 1,330人 

宮城県沖 

M7.5 ９９％ 
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M7.9 ３０～４０％ 

南海 

M8.4 ５０％
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南関東直下 

M6.7～7.2 ７０％ 

三陸沖～房総沖 

津波型M8.2 ２０％ 

※ 地震調査研究推進本部発表を基に河川局にて作成 

今後３０年以内の地震発生確率と規模

安芸灘～豊後水道 

M6.7～7.4 ４０％ 
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【年別の火山活動状況】  



○今冬の記録的な大雪により雪崩等による災害発生の危険が高まっている。平成１８年5 

月2日現在で雪崩の発生件数が100件で、その内集落雪崩（人家周辺の雪崩）が28件発生

しており、雪崩防止施設の整備等、雪崩に対する備えが重要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

※発生件数：河川局砂防部調べ 

 

○治水施設の整備等により浸水面積は減ってきているが、都市化の進展により一般資産被

害が増大。 
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○避難勧告等が発令されても避難しない住民が多数。全国では、発令の遅れが問題となる

地域や、市町村長や住民が避難を伴うような豪雨災害に遭遇する機会が少なくなっている

ことなどから、適切な行動がとれない状況が発生。 

 

＜平成１６年１０月台風２３号で甚大な被害が発生した円山川（兵庫県豊岡市）の例＞ 

 

 

 

 

実際に避難した人の割合は１割程度という状況 

 

 

○地下鉄・地下街などの地下空間利用の増加による浸水被害の増加 

 

 
H15.7 地下施設浸水（福岡市）     H16.10 地下鉄ホーム浸水（東京 麻布十番駅） 

 

 

 

水防団員数の推移

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

1,500,000

1,600,000

1,700,000

S
3
5

S
4
6

S
4
8

S
5
0

S
5
2

S
5
4

S
5
6

S
5
8

S
6
0

S
6
2

H
1

H
3

H
5

H
7

H
9

H
1
1

H
1
3

H
1
5

水
防
団
員
数

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

総
人
口

（
千
人

）

専任水防団員 兼任水防団員（消防団員） 全国総人口

65歳未満

65歳以上

年齢不明

70 歳以上：52 ．4 ％（43 名）  
65 ～70 歳：47.6 ％（39 名） 

３８．５％ 
（５２名） 

０．８％ 
（１名） 

６０．７％ 
（８２名） 

避難対象人口 

４２，０００人 
実際に避難した人 

３，７００人 

平成１６年の水害・土砂災害による死亡・行方不明者

○旧来型のコミュニティの衰退、

水防団員の減少と高齢化 

○高齢者などの災害弱者が多数被災



２．平成１７年に発生した水害・土砂災害の特徴 

（１）台風１４号 

○概況 

台風１４号は広い暴風域を維持したまま９月６日１４時頃長崎県諫早市付近に上陸、九

州地方北部を通過して６日夜には山陰沖に抜け、速度を速めながら日本海を進み、７日夜

には北海道に再上陸、８日朝にオホーツク海に抜けた。特徴等は次のとおり。 

① 広い暴風域を維持したままゆっくりとした速度で進んだ 
② 長時間にわたって暴風、高波、大雨の状態が続いた 
③ 九州地方と四国地方では降り始めからの雨量が９月の月間平均雨量の２倍を超え
る記録的な大雨となった（宮崎県南郷村神門では1,321mm）。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《台風１４号の進路と勢力》 
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台風１４号は山陰沖に抜けるまで勢力
を維持したまま、ゆっくりとした速度で
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を維持したまま、ゆっくりとした速度で
進行。

台風の暖かい湿った暴風が、九州
山地東部及び四国山脈南部で上昇
気流となり、発達した雨雲が長時間
継続。

台風の暖かい湿った暴風が、九州
山地東部及び四国山脈南部で上昇
気流となり、発達した雨雲が長時間
継続。

《台風１４号による総雨量の分布》

 

《被害状況》 

【大淀川水系大谷川の越水による浸水状況

（宮崎県宮崎市）】
【五ヶ瀬川の越水状況（宮崎県延岡市）】

【鹿児島県垂水市新城小谷の土石流】 【大分県湯布院町下湯平の土石流】 



○治水施設の効果 

◇ダムによる洪水調節効果 

 台風１４号において九州及び四国地方の洪水調節機能を有する既設ダムは大きな治水効

果を発揮した。中でも吉野川水系早
さ

明浦
めうら

ダムでは管理開始以来２番目の記録となる最大5,

640m3/sの流入量を記録したが、２日間に渡り約２億4800万ｍ３を貯め込み下流の水位

を最大５．２ｍ低減、被害軽減に大きな効果を発揮した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇河川改修による被害軽減効果 

 平成９年、１１年の洪水で大きな被災を受けた肝属
きもつき

川
がわ

水系肝属
きもつき

川
がわ

波
は

見
み

地区では、床上浸

水対策特別緊急事業により完成した波見水門（H15完成）が効果を発揮し、平成９年洪水

を上回る大雨であったにも関わらず、床上浸水戸数、浸水面積を大幅に軽減。 

 

 

 

 

 

 

 

◇砂防施設による被害拡大防止 

 集中豪雨等により多くの土砂災害が発生した一方で、砂防設備により、上流で発生した

土石流や流木を捕捉し、被害の拡大を未然に防ぐことができた。 
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約5.2mの水位低減効果

ダム無し推定水位 13.34m▽

▽ 今回の水位 8.17m

■浸水面積
平成９年 ２９０ha
平成17年 ９４.５ha

平成9年洪水の浸水範囲

波見水門

平成17年洪水の浸水範囲
■浸水面積
平成９年 ２９０ha
平成17年 ９４.５ha

平成9年洪水の浸水範囲

波見水門

平成17年洪水の浸水範囲
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貯水率0% (9月5日9時頃) 
出水後 

貯水率100% (9月7日9時頃)

肝属川⇒

既設砂防えん堤が土石流等を補足し、 

被害を未然に防止（熊本県阿蘇郡小国町）

保
全
対
象 



 

（２）台風１４号に伴う首都圏集中豪雨 

○概況 
 ９月４日夕方から５日未明にかけて、台風周辺から前線に向かって暖かく湿った空気が

流れ込み、関東地方で大気の状態が不安定となり、関東地方の南部で雨雲が急速に発達し

たため、東京都と埼玉県では局地的に河川整備目標である時間雨量 50mm を大きく超え

る時間雨量100mm以上の雨を観測。浸水被害軽減のため、環状七号線地下調節池の工事

中区間を緊急的に活用したものの、杉並区、中野区において約 3,700 戸の浸水被害が発

生。 
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＜第１期事業（L=2.0km Ｈ９供用）＞ 

操作規則に則り貯留を開始し、 

容量（約２４万ｍ３）一杯まで貯留 
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＜第２期事業（L=2.5km H17暫定供用）＞ 

供用前のトンネルを緊急的に活用し、 

約１８万ｍ３を貯留 

半地下ビルの浸水状況 

（杉並区和田広橋付近） 

環状七号線地下調節池の内部

妙正寺川の増水に伴う護岸被災状況

（中野区北原橋付近） 
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３．新潟県中越地震における復旧状況                

 

平成１６年１０月２３日に、新潟県川口町において阪神・淡路大地震以来の最大震度７

を観測し、旧山古志村（長岡市）において大規模な河道閉塞が発生した。同１１月５日、

国土交通省では、新潟県からの要請を受け緊急的に直轄砂防災害関連緊急事業で実施する

ことを決定した。 

現在、芋川では、2 箇所の大規模な河道閉塞（寺野地区、東竹沢地区）を含む１１箇所

について、平成１８年秋の完了を目処に直轄砂防事業を実施している。また、平成１８年

度から直轄地すべり対策事業に新規着手し、地震やその後の融雪出水等によって荒廃した

流域における土砂災害対策を推進しており、旧山古志村等被災地の着実な復旧・復興を支

援していく。 

 

○直轄砂防事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○直轄地すべり対策事業（平成１８年度新規着手） 

芋川

東竹沢地区 H16.10

地震発生の翌々日、地すべり土塊が芋川
を閉塞している状況。
地震発生の翌々日、地すべり土塊が芋川地震発生の翌々日、地すべり土塊が芋川
を閉塞している状況。を閉塞している状況。

東竹沢地区 H18.8

完成した東川地区の砂防えん堤

建設が進む砂防えん堤

あずまがわ

完成イメージ H１８秋頃



 
 
 
これまでの水害・土砂災害対策とまちづくり 

・これまでは治水・砂防関係施設の整備により、洪水氾濫や土砂災害そのものを発

生させないための対策を推進 

・これにより、さまざまな土地利用を可能にする一方、水害・土砂災害対策とまち

づくり等の連動は薄れてきたきらい 

近年の治水をとりまく状況 

・気候変動等の影響により、集中豪雨等による被害が増加し、この傾向は今後も続

く見込み 

・限られた投資余力の中で、施設整備には時間がかかり、施設の整備途上で被災 

・高齢化社会の到来等により、氾濫した場合の備えがますます必要 

 

 

 

 

○災害を受ける側が自らの生命や財産を守れるようにすることが重要 

 ○従来からの河川行政による対策だけでなく、まちづくりや住まい方、個々人

の対応を含め、関係する様々な主体（都市計画、住宅、公園、下水道、道路

等）により、総合的に取り組むことが重要 

 

 

 

氾濫等が発生している状況においても、できるかぎり人命を守ること、社会機能

の継続・早期回復を図ることを主眼におき、以下のような地域形成を目指す 

 ①氾濫時等も被害にあいにくい住まい方等へ転換する     

 ②氾濫流制御施設により洪水氾濫等のエリアを拡大させない  

・被害拡大の防止 ・早期排水などの容易な復旧 

・確実な避難のための避難者の少数化 

 ③確実かつ円滑な避難を可能にする             

 ・氾濫時等にも機能する避難場所、避難路の確保 

 ・確実な避難誘導のための情報作成・発信・流通 

 ④救援・復旧・復興を効果的に行えるようにする       

 ・氾濫時等における基礎的公共施設、ライフライン等の機能維持 

 ・氾濫時等にも機能する浸水等しない救援路、復旧路の確保 

○氾濫域等における対策を効果的に進めるため、浸水被害を受けない高さの

基準を共有 
 

 

 

治水施設等の整備と氾濫時等被害最小化策としての施設整備は、被害軽減効果、コ

スト、実現可能性、事業スピード等、施設の整備途上も含めた時間軸を入れた効果

を評価し、最適バランスで整備 

 

 

市町村、河川管理者、砂防関係事業者及び各施設管理者等の関係機関が共同して、

具体的な対策内容と危機管理行動計画をとりまとめ 

（地域防災計画や各種地域計画に反映） 

基 本 的 認 識 

これまでの水害・土砂災害対策 

洪水氾濫や土砂災害その

ものを発生させない対策 

あわせて 氾濫等が発生した場合でも洪水氾

濫域等で被害を最小化する対策 

これまでの対策に加え新たに展開

氾濫時等被害最小化策が目指すもの 

氾濫時等被害最小化策と治水施設等の整備との関係 

氾濫時等被害最小化策の進め方 

４．大規模降雨災害対策検討会による提言【平成１７年１２月２６日】 



 

 

 

１．被害にあいにくい住まい方への転換        

（１）まちづくりと連動した被害最小化策の推進 

    ハザードマップ等の内容を都市計画に反映／災害危険区域等の土地利用規制 

（２）浸水に強い建築構造等への誘導 

    ピロティー化、止水壁の設置 

（３）浸水被害を想定した機器等の配置、施設の利用 

（４）浸水時における危険物の流出防止 

（５）止水板・土嚢等の常備への誘導 

（６）個々の地域の危険度が実感できる情報提供 

    市街地での氾濫危険水位の表示／ハザードマップの充実  

（７）現況の治水施設能力を考慮した地区毎の危険度の公表 

２．被害エリアの拡大を防止するための氾濫流制御   

（１）被害エリアの拡大を防止するための氾濫流制御施設の整備 

    二線堤の整備／鉄道、道路等の活用 

（２）氾濫した場合の排水体制の強化 

    排水ポンプ車等の資機材の緊急的な調達・相互融通 

３．迅速かつ確実な避難・救援の実現         

（１）氾濫時等にも機能する避難場所の確保 

    総点検による見直し／近隣のビルや道路（サービスエリア等）の利用 

（２）氾濫時等にも機能する避難路・救援路の確保 

    総点検による見直し／高架道路への緊急時のアクセス確保 

（３）集落の孤立化への対応 

    生命線となる重要交通網の土砂災害対策／情報連絡網の整備 

    防災上重要な施設（市町村役場、医療関係施設、避難場所）の保全 

（４）確実な避難誘導のための情報提供 

    ①警戒避難に関する正しい知識の取得 

    ②洪水発生時に注意を要する箇所等の危険情報の提供 

    ③受け手にとってわかりやすいハザードマップの充実 

     形態別に浸水想定区域を表示／住民がとるべき行動を記載 

    ④浸水センサーの設置、浸水モニター制度の導入による氾濫域の浸水情報の

収集 

    ⑤土砂災害に対する避難勧告の客観的な発令基準の設定 

     地域防災計画に反映／アドバイザー制度の創設 

    ⑥土砂災害の発生予測情報や前兆現象等の提供による自主避難の支援 

    ⑦多様な手段を活用した情報提供の実施 

（５）危機管理行動計画の策定 

４．復旧・復興も考慮した施設機能の維持       

（１）氾濫時における基礎的公共施設、ライフラインの機能維持 

（２）氾濫時等にも機能する救援路、復旧路の確保 

５．氾濫時等を想定した治水・砂防関係施設の整備等  

（１）土地利用規制と一体的に実施する治水・砂防関係施設の整備 

（２）総点検に基づく河川管理施設の弱点箇所に対する対策の実施 

（３）河川と下水道の貯留施設等の最適運用 

（４）砂防関係施設の整備の重点化 

    災害時要援護者関連施設、避難所の安全確保対策等 

（５）台風進路予想等を踏まえた事前の危機管理体制の確立 

（６）大規模斜面崩壊への危機管理体制の確立 

具 体 的 施 策 



・三大湾のゼロメートル地帯においては、伊勢湾台風級の台風を想定し

ハード整備を中心とした高潮対策を展開 

・伊勢湾台風以後、甚大な災害はなく、高水準の安全性を前提とした経

済社会活動が展開している背景を踏まえると、これまでの高潮対策は

計画規模と進捗の度合いを総合的に勘案すれば概ね適切  

ゼロメートル地帯のこれまでの高潮対策と昨今の状況 

・防護施設の老朽化の進行、耐震性の不足  

・整備水準を超える高潮の発生、高潮と洪水による複合災害の発生の懸念 

・長期的には地球温暖化、台風の強大化の懸念  

 

・４００万人以上が居住し、わが国の中枢機能を担う三大湾のゼロメート

ル地帯が一旦大規模浸水したとすれば、社会経済への打撃は膨大 

・わが国の存立が懸かっているという点で「国土防衛」として認識した危

機管理対策が重要 

高潮対策を取り巻く昨今の状況

①これまでの高潮計画に沿って浸水防止に万全の対策を講じるため、防護

施設の着実な整備及び信頼性の確保に最も重点を置くものの、 

②不測の事態に備え大規模な浸水を想定した場合の被害最小化対策を講

じること 

ゼロメートル地帯の今後の高潮対策の基本的方向 

・被害最小化対策は区市町村等様々な主体が実施。海岸・河川行政を担当

する国・都府県はイニシアチブをとって適切に関与 

・区市町村、海岸・河川管理者及び各施設管理者等の関係機関が共同して

具体的な対策内容と危機管理行動計画をとりまとめ 

三大湾以外のゼロメートル地帯についても、土地利用、人口・資産の集中の度合

い等を勘案して、適切な対策が採られることを期待  

進め方 

５．ゼロメートル地帯の高潮対策検討会による提言 

【平成１８年１月１７日】 

これまでの高潮対策 

１，２００人以上の死者を出した昨年８月のハリケーン・カトリーナ

による米国ニューオーリンズでの大規模な高潮災害を踏まえ、わが国の

ゼロメートル地帯の高潮対策のあり方について専門的な見地から検討を

行い、提言としてとりまとめ。 



 

１．これまでの高潮計画に沿って浸水を防止するための万全の対策  

推進すべき具体的施策  

２．大規模浸水を想定した被害最小化対策 

３．高潮防災知識の蓄積・普及 

４．高潮災害に関する更なる安全に向けての検討課題 

① 防護施設の着実な整備 
堤防護岸の老朽化・耐震対策、スーパー堤防の整備 

② 防護施設の信頼性の確保 
堤防護岸の耐震性、老朽化の再点検／緊急対策が必要な箇所を計画的整備

③ 平時の管理体制の強化 

（１）浸水区域の最小化 

①浸水区域の拡大を防止するための浸入水制御 

二線堤の整備／道路・鉄道の盛土部分、河川堤防等の活用 

②浸水した際の速やかな排水の確保 

③高潮防護施設の迅速な復旧の確保 

（２）浸水時でも被害に遭いにくい住まい方への転換 

①個々の地域の危険度が実感できる情報提供 

高潮ハザードマップ作成促進／市街地内での水位情報表示 

②まちづくりと連動した被害軽減策への誘導 

無対策のまま居住しないよう災害危険区域の指定等の実施 

③個人や事業者等による浸水被害の備えへの誘導 

（３）迅速かつ確実な避難・救援の実現 

①浸水時にも機能する避難場所・避難路の確保 

②的確な避難誘導のための情報提供 

③危機管理行動計画の策定等 

（４）迅速な復旧・復興を考慮した施設機能の維持等 

①ライフライン等の浸水時における機能維持 

②港湾等における適切な係留船等の管理による流出防止 

③臨海部における有害物質の流出防止 

・高潮防護施設の外力に対する構造的な耐力の評価／維持管理点検手法の高

精度化 

・沿岸域の防災に関わる制度面（税制、保険制度を含む）等の各種調査研究



６．地球規模の自然災害の変化に対応した災害軽減のあり方について 
 

近年、地震、津波、台風等の大規模な自然災害が我が国に限らず世界各地で頻発してい

る。また、世界的に気候変動による、異常多雨、異常少雨の増加や、海水面の上昇等など

が指摘されるなど地球規模での自然環境の変化が急速に進みつつあることが指摘されてい

る。また、少子化、高齢化の進展等による災害弱者が増加する一方で、我が国では人口減

少の時代を迎えつつあるなど社会環境も従来と大きく変わりつつある。これらの状況を踏

まえると、今後起こりうる災害の態様は大きく変化するものと想定されることから、以下

の点について、国土交通大臣より日本学術会議に諮問（平成１８年６月１５日）。 

 

○諮問内容（抄） 

 

○背景 

①日本学術会議において、「地球規模の自然災害に対して安全・安心な社会基

盤の構築委員会」を設置（H18.2.13～H19.3.31） 
②日本学術会議では、新たな方針として、今後、社会的な関心事にも積極的に

取り組み、学術会議として社会に提案していきたいとの意向 

１）日本学術会議は、『国内の人文・社会科学、自然科学全分野の科学者の意見

をまとめ、国の内外に対して発信する我が国の代表機関』であり、検討した結

果を広く社会に発信してもらうことが、防災行政の円滑な推進の観点からも意

義深いもの。 
２）今後の長期的な地球規模の気候変動が指摘されている一方で、少子化、高

齢化の進展等による災害弱者の増加等の社会環境も変化。このような状況

下で起こりうる災害の態様と災害に対する脆弱性がどこにあるのかを評価し、

今後の防災対策に反映していくことが必要。 

『地球規模の自然災害の変化に対応した災害軽減のあり方について』 
 

①災害をもたらす地球規模の自然環境の変化や我が国における社会環境

の変化等を踏まえ、今後想定される災害の態様を分析。 
②今後想定される災害の態様を踏まえ、それらが社会、経済に与える影響

を抽出。国土構造や社会システムの中で、災害に対する脆弱性がどの

部分に存在するのかを評価。 
③自然環境や社会環境の変化を踏まえ、効率的、効果的に災害を軽減する

ための今後の国土構造や社会システムのあり方等について検討。 
 



７．森林の水源涵養機能について         
わが国の森林面積は国土面積の約７割を占め、過去 100 年間で大きな変化はなく、そ

の比率は、欧米に比べ高い。こうした豊かな森林が存在しているにもかかわらず洪水や渇

水が頻発している。 

森林の洪水緩和機能については、中小洪水に一定の効果を有するものの、治水計画の対

象となるような大雨の際には、森林域からも降雨はほとんど流出する（昨夏に全国各地で

発生した集中豪雨や台風では、樹木を巻き込んだ山崩れが多数発生しており、このような

場合には、森林の洪水緩和機能は望むべくもない）。 

一方、水利用の観点からは、森林の増加は樹木からの蒸発散量を増加させ、むしろ、渇

水時には河川への流出量を減少させる場合がある。 

日本学術会議※答申(平成13年11月)において、森林の多面的な機能を評価する一方で、

以下のとおり、森林の水源涵養機能(洪水緩和機能等)の限界についても指摘している。 
 

 

・ 治水上問題となる大雨のときには、洪水のピークを迎える以前に流域は流出に関して飽和状態と

なり、降った雨のほとんどが河川に流出するような状況となることから、降雨量が大きくなると、

低減する効果は大きくは期待できない。 

・ 森林は中小洪水においては洪水緩和機能を発揮するが、大洪水においては顕著な効果は期待でき

ない。 

・ 流況曲線上の渇水流量に近い流況では（すなわち、無降雨日が長く続くと）、地域や年降水量に

もよるが、河川流量はかえって減少する場合がある。このようなことが起こるのは、森林の樹冠

部の蒸発散作用により、森林自身がかなりの水を消費するからである。 

・ あくまで森林の存在を前提にした上で治水・利水計画は策定されており、森林とダムの両方の機
能が相まってはじめて目標とする治水・利水安全度が確保されることになる。 

 

日本学術会議答申(平成 13 年 11 月)抜粋 

 

 

             

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 豪雨により樹木を巻き込んだ 

山崩れが発生（H16.8 徳島県） 

図-1 森林面積率の国際比較 

図-3 大雨時の森林斜面からの流出量 

図-2 国土利用の変化 出典：「世界の統計 1996 年版」 

（総務庁統計局）をもとに作成 
出典：アトラス  

日本列島の環境変化 
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※ 日本学術会議：人文・社会科学、自然科学全分野の科学者の意見をまとめ、国内外に対して発信する日本の代表機関 

昭和 24年に内閣総理大臣の所轄下に「特別の機関」として設置され、中央省庁再編に伴い、総務省に設置 
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この時点では、 

樹木の保水能力

はほとんど無い 

鉛直浸透能が高く

ても、洪水を押え

ることはできない 

河川計画で対象とする異常豪雨 

飽和地表流が

発生する

飽和側方流が地上に現れた所には地表流（飽和地表流）が発

生し、降った雨のほとんどが川へ流れ込む 

（東京大学名誉教授・福島大学教授 虫明功臣「森林斜面から渓流や河川への流出過程」より） 



 
第１章 日本経済の現状と今後の課題 
 
１．「新たな挑戦の 10 年」へ 
（「新たな挑戦の 10 年」に向けた社会変革） 
・・・政府が取り組む構造改革は「挑戦」の内容に対応した形で、①成長

力・競争力強化、②財政健全化、③安全・安心で柔軟かつ多様な社会の実現

という三つの優先課題に絞り込むべきである。 
 
（「挑戦の好循環」のための基本的考え方） 
こうした３つの挑戦は、それぞれ独立に対応していくべきものではない。

「健全で活力ある経済」あってこその「財政健全化」であり、「安全・安心か

つ柔軟で多様な社会の構築」である。他方、財政健全化は最大の成長政策の

一つともなり、また、安全・安心に裏打ちされた活力ある社会なくして成長

力強化もない。 
 
２．「基本方針 2006」の課題 
 
（三つの優先課題） 
①成長力・競争力強化 
②財政健全化 
③安全・安心で柔軟かつ多様な社会の実現 
国民の間で高まる将来への不安感や対外面を含めた安全・安心への強い関

心、また、人生の各段階における多様な選択肢と再挑戦の機会提供に対する

ニーズの高まりなどを踏まえ、成長の果実を有効に活用し、安全・安心で柔

軟かつ多様な社会を実現していく。持続可能な社会保障制度の総合的な改革、

再チャレンジ支援、総合的な少子化対策、個人や地域の生活におけるリスク

への対処策について取組を進め、さらに、豊かな生活に向けた環境を整備す

る。 
 
 
第４章 安全・安心の確保と柔軟で多様な社会の実現 
 
 経済成長の果実を有効に活用し、21 世紀型の「穏やかで豊かな日本社会」を
拡大均衡の中で構築していく。そのため、社会保障制度の総合的改革、再チャ

レンジ支援、政府・与党で取りまとめた総合的な少子化対策、さらには個人や

地域の生活におけるリスクへの対処と豊かな生活に向けた環境整備などの施策

を推進するとともに、ＰＤＣＡサイクルを厳格に実施し、安全・安心を一層強

固にすると同時に、柔軟で多様な社会を実現するよう取組を進める。 
 
 

８．「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006 

（平成18年7月7日閣議決定）」 抜粋 



４．生活におけるリスクへの対処 
我が国は地震等の自然災害が発生しやすい脆弱な国土構造を有しており、

近年では台風や集中豪雨の頻発、大雪等により各地で被害が発生しているほ

か、住宅火災による死者数も増加傾向にある。他方、都市化の進行や高齢化

の進展に伴い災害対応力が低下している。また・・・（略）・・・。 
国民の安全と安心の確保は、政府の最も重要な責務の一つであるとともに、

我が国の経済活性化の基盤である。新たな時代展開の下での役割分担と協力

関係を官民挙げて構築しつつ、生活における様々なリスクに対処する必要が

ある。 
このため、国民、地域、企業、ＮＰＯ、ボランティア等と協力しつつ、災

害への備えを実践する国民運動を広く展開しながら、防災・減災対策を戦略

的・重点的に進める。 
（災害対策） 
・大規模地震対策の一環として、地域の防災拠点となる学校をはじめとする

公共施設や住宅等の耐震化、密集市街地の整備等を進める。また、従来よ

り取組を進めてきた大規模地震対策の着実な進捗を図るとともに、特に、

首都直下地震について、「首都直下地震対策大綱」及び「首都直下地震の地

震防災戦略」等に基づき、中枢機能の継続性の確保及び定量的な減災目標

の着実な達成に向けた取組等を推進する。 
・大規模水害・土砂災害対策、津波・高潮対策、豪雪対策をはじめとした防

災対策を推進する。 
・ 衛星による測位・災害監視技術等を活用したハザードマップの作成や防災

情報の迅速な伝達体制の整備、高齢者等の災害時要援護者への避難支援、

消防等の災害対策の強化を進めるとともに、消防団、水防団の充実強化を

図る。また、救出救助、救急医療等に関し、ヘリコプターの活用を含め全

国的見地からの体制整備を図る。 
 
別紙 
 
公共事業関係費 
○ 公共事業関係費については、これまでの削減により、「構造改革と経済財
政の中期展望」（平成 14 年１月 25 日閣議決定）に示された目安を既に達
成した。しかしながら、（中略）今後とも改革を継続し、更なる重点化・効

率化を図る必要がある。 
○ このため、公共事業については、景気対策としてではなく、真に必要な社
会資本整備へと転換する必要がある。その中で、今後、廃止・終了する事

業や整備水準の上昇も踏まえた事業分野ごとのメリハリ付けを強化すると

ともに、あらゆる分野で官民格差等を踏まえたコスト縮減や入札改革など

を進め、重点化・効率化を徹底することにより、これまでの改革努力（名

目対前年度比▲３％）を基本的に継続する。 
○ その際、現在実施中のコスト縮減努力・・（略）・・・。 



○暮らし
目標２ バリアフリー社会の実現
目標３ 子育てしやすい社会の実現
目標４ 住環境、都市生活の質の向上
目標５ アメニティ豊かな生活環境の形成
目標６ 良質で安全な水の安定した利用の確保

○安全
目標７ 水害等による被害の軽減
目標８ 地震・火災による被害の軽減

○環境
目標１４ 良好な自然環境の保全・再生・創出
目標１５ 良好な水環境への改善
目標１６ 循環型社会の形成

○活力
目標２２ 地域間交流・観光交流等内外交流の推進

○共通の政策課題
目標２７ ＩＴ革命の推進

○共通的経費等

（注）１．本表には、道路関係社会資本、住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業、
　　　２．本表は、河川局関連の目標のみを抜粋している。

《関連するアウトカム指標》
○暮らし

目標３ ・自然体験活動拠点数
目標４ ・都市空間形成河川整備率
目標５ ・人々が海辺に親しむことのできる海岸の延長

・都市域における水と緑の公的空間確保量
目標６ ・河川の流量不足解消指数

・河川における汚濁負荷削減率
○安全

目標７ ・洪水による氾濫から守られる区域の割合
・床上浸水を緊急に解消すべき戸数
・流下能力不足橋梁数
・ハザードマップ認知率
・土砂災害から保全される戸数
・土砂災害から保全される災害時要援護者関連施設数

目標８

※：社会資本整備重点計画では災害時要援護者は災害弱者と記載

・津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されて
　いない地域の面積
・地震時に防護施設の崩壊による水害が発生する恐れのある
　地域の解消

区           分

小                  計

合                  計

９．国土交通省政策評価基本計画に基づく政策目標毎の予算

※



（単位：百万円）

事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ａ／Ｃ） （Ｂ／Ｄ）
102,725      64,381       105,342      66,153       0.98 0.97
8,878         4,938         9,011         4,849         0.99 1.02
2,270         1,110         2,493         1,226         0.91 0.91
33,614       19,253       37,020       21,531       0.91 0.89
15,993       10,433       15,574       10,170       1.03 1.03
41,970       28,647       41,244       28,377       1.02 1.01

1,372,926   839,407      1,257,659   749,264      1.09 1.12
1,326,143   814,396      1,216,077   727,142      1.09 1.12
46,783       25,011       41,582       22,122       1.13 1.13
114,552      74,429       103,797      68,125       1.10 1.09
87,601       57,932       79,997       53,735       1.10 1.08
16,488       9,950         12,833       8,033         1.28 1.24
10,463       6,547         10,967       6,357         0.95 1.03
42,057       25,712       36,973       23,133       1.14 1.11
42,057       25,712       36,973       23,133       1.14 1.11
21,326       13,145       14,177       8,453         1.50 1.56
21,326       13,145       14,177       8,453         1.50 1.56

1,653,586   1,017,074   1,517,948   915,128      1.09 1.11
1,442         30,251       1,446         28,681       1.00 1.05

1,655,028   1,047,325   1,519,394   943,809      1.09 1.11

下水道関連特定治水施設整備事業を含んでいる。

     ○環境
目標１４

　水辺の中で再生した水辺の割合
・失われた湿地や干潟のうち、回復可能な湿地や
　干潟の中で再生したものの割合

     ○活力
目標２２ ・地域に開かれたダム、ダム湖活用者数

     ○共通の政策課題
目標２７ ・公共施設管理用光ファイバー等収容空間ネット

 ワークの延長

・失われた自然の水辺のうち、回復可能な自然の

倍率平成１９年度 前年度



　

（Ａ） （Ｂ）

国 土 基 盤 河 川 直　轄 766,173 544,372

( 408,530 ) ( 217,392 )
地 域 河 川 補　助 360,553 192,282

( 252,599 ) ( 160,972 )
砂 防 251,715 160,511

直　轄 107,844 78,100

( 144,755 ) ( 82,872 )
補　助 143,871 82,411

( 47,798 ) ( 24,115 )
急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 47,438 23,935

直　轄 42 42

( 47,756 ) ( 24,073 )
補　助 47,396 23,893

( 137,492 ) ( 71,276 )
総 合 流 域 防 災 補　助 134,996 69,851

海 岸 40,994 27,756

直　轄 12,203 12,203

補　助 28,791 15,553

(独)土　 木 　研 　究　 所 直　轄 1,442 1,442

( 1,655,028 ) ( 1,047,325 )
小　        計 1,603,311 1,020,149

直　轄 887,704 636,159

( 767,324 ) ( 411,166 )
補　助 715,607 383,990

（注）　１．国費は一般会計ベースである。前年度国費の［］書きは前年度剰余金等を含む。

　　　　２．各事業の額は、道路関係社会資本（事業費（平成19年度48,507百万円、前年度46,503百万円）国費　　　　（平

　　　　３．上段（　）書は、特定治水施設等整備事業を含んだ場合の額である。

　　　　４．「国土基盤河川」は一級河川(指定区間を除く)、指定河川及び権限代行区間の河川に係る事業である。　　「地

        ５．「国土基盤河川」には建設機械整備費（事業費（平成19年度3,149百万円、前年度2,614百万円）国費　　　（平

　　　　　　また、事業費には本表の外に、特定事業先行調整費として前年度7,800百万円がある。

区　　　　　　　　　　分 国　　　　費
平　　成　　１９　　年　　度

事　   業　   費

１０．直轄・補助別事業費・国費総括表



（Ａ） （Ｂ）

区　　　　　　　　　　分 国　　　　費
平　　成　　１９　　年　　度

事　   業　   費

（　再　掲　）

1,531,881 979,640

直　轄 822,071 598,171

補　助 709,810 381,469

治 水 1,419,683 916,930

直　轄 809,826 585,926

補　助 609,857 331,004

海 岸 40,994 27,756

直　轄 12,203 12,203

補　助 28,791 15,553

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 等 71,204 34,954

直　轄 42 42

補　助 71,162 34,912

71,430 40,509

直　轄 65,633 37,988

補　助 5,797 2,521

51,717 27,176

住 宅 宅 地 基 盤 特 定 治 水
施 設 等 整 備 事 業 補　助 17,558 9,458

下 水 道 関 連 特 定 治 水
施 設 整 備 事 業 補　助 34,159 17,718

1,655,028 1,047,325

直　轄 887,704 636,159

補 助 767,324 411,166

62,952 50,845

直　轄 19,247 19,247

補　助 43,705 31,598

災 害 復 旧 42,264 35,205

直　轄 16,357 16,357

補　助 25,907 18,848

災 害 関 連 20,688 15,640

直　轄 2,890 2,890

補　助 17,798 12,750

1,717,980 1,098,170

直　轄 906,951 655,406

補　助 811,029 442,764

（注）　１．国費は一般会計ベースである。

　　　　２．各事業の額は、道路関係社会資本（事業費（平成19年度48,507百万円、前年度46,503百万円）国費　　　　（平

　　　　３．「国土基盤河川」は一級河川(指定区間を除く)、指定河川及び権限代行区間の河川に係る事業である。　　「地

        ４．「国土基盤河川」には建設機械整備費（事業費（平成19年度3,149百万円、前年度2,614百万円）国費　　　（平

合 計

治 山 治 水

都 市 水 環 境 整 備 事 業

特 定 治 水 施 設 等 整 備 事 業

災 害 復 旧 関 係 事 業

小 計



（Ａ） （Ｂ）

区　　　　　　　　　　分 国　　　　費
平　　成　　１９　　年　　度

事　   業　   費

　　　　　　また、事業費には本表の外に、特定事業先行調整費として前年度7,800百万円がある。



 　倍 　 　率
事業費 国　費

（Ｃ） （Ｄ） (Ａ／Ｃ) (Ｂ／Ｄ)

［ 496,797 ］ ［ 1.10 ］
700,597 484,976 1.09 1.12

( 378,859 ) ( 201,288 ) （ 1.08 ） （ 1.08 ）
336,981 179,354 1.07 1.07

［ 145,559 ］ ［ 1.11 ］
( 227,423 ) ( 143,218 ) （ 1.11 ） （ 1.12 ）

226,613 142,795 1.11 1.12

［ 69,813 ］ ［ 1.12 ］
96,381 67,472 1.12 1.16

( 131,042 ) ( 75,746 ) （ 1.10 ） （ 1.09 ）
130,232 75,323 1.10 1.09

( 42,714 ) ( 21,565 ) （ 1.12 ） （ 1.12 ）
42,462 21,439 1.12 1.12

42 42 1.00 1.00

( 42,672 ) ( 21,523 ) （ 1.12 ） （ 1.12 ）
42,420 21,397 1.12 1.12

( 131,075 ) ( 66,303 ) （ 1.05 ） （ 1.08 ）
128,171 64,778 1.05 1.08

37,280 25,013 1.10 1.11

10,634 10,634 1.15 1.15

26,646 14,379 1.08 1.08

1,446 1,446 1.00 1.00

［ 957,971 ］ ［ 1.09 ］
( 1,519,394 ) ( 943,809 ) （ 1.09 ） （ 1.11 ）

1,473,550 919,801 1.09 1.11

［ 578,732 ］ ［ 1.10 ］
809,100 564,570 1.10 1.13

( 710,294 ) ( 379,239 ) （ 1.08 ） （ 1.08 ）
664,450 355,231 1.08 1.08

平成19年度26,600百万円、前年度25,400百万円））を含んだ額である。

地域河川」は「国土基盤河川」及び「総合流域防災事業」以外の河川に係る事業である。

平成19年度1,800百万円、前年度1,500百万円））を含む。

（単位：百万円）

国　　　　費
前　　　　年　　　　度

事　   業　   費



 　倍 　 　率
事業費 国　費

（Ｃ） （Ｄ） (Ａ／Ｃ) (Ｂ／Ｄ)

（単位：百万円）

国　　　　費
前　　　　年　　　　度

事　   業　   費

1,413,696 886,537 1.08 1.11

755,143 533,827 1.09 1.12

658,553 352,710 1.08 1.08

1,310,697 829,152 1.08 1.11

744,467 523,151 1.09 1.12

566,230 306,001 1.08 1.08

37,280 25,013 1.10 1.11

10,634 10,634 1.15 1.15
　

26,646 14,379 1.08 1.08

65,719 32,372 1.08 1.08

42 42 1.00 1.00

65,677 32,330 1.08 1.08

59,854 33,264 1.19 1.22

53,957 30,743 1.22 1.24

5,897 2,521 0.98 1.00

45,844 24,008 1.13 1.13

17,955 9,458 0.98 1.00

27,889 14,550 1.22 1.22

1,519,394 943,809 1.09 1.11

809,100 564,570 1.10 1.13

710,294 379,239 1.08 1.08

60,686 50,602 1.04 1.00

18,866 18,866 1.02 1.02

41,820 31,736 1.05 1.00

42,083 34,871 1.00 1.01

15,976 15,976 1.02 1.02

26,107 18,895 0.99 1.00

18,603 15,731 1.11 0.99

2,890 2,890 1.00 1.00

15,713 12,841 1.13 0.99

1,580,080 994,411 1.09 1.10

827,966 583,436 1.10 1.12

752,114 410,975 1.08 1.08

平成19年度26,600百万円、前年度25,400百万円））を含んだ額である。

地域河川」は「国土基盤河川」及び「総合流域防災事業」以外の河川に係る事業である。

平成19年度1,800百万円、前年度1,500百万円））を含む。



 　倍 　 　率
事業費 国　費

（Ｃ） （Ｄ） (Ａ／Ｃ) (Ｂ／Ｄ)

（単位：百万円）

国　　　　費
前　　　　年　　　　度

事　   業　   費



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

河川局関係施策の詳しい内容やリアルタイムの河川情報

については、以下のホームページでご覧になれます。 

 

＜河川局ホームページ＞ 

http://www.mlit.go.jp/river/ 

 

＜川の防災情報＞（全国のリアルタイム雨量・水位など

の情報を提供） 

http://www.river.go.jp 

http://i.river.go.jp(携帯電話) 
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